
「川崎市子ども・子育て支援事業計画　中間評価　整理表」 基本目標１　子どもの権利を尊重する社会づくり

●　平成２７、２８年度の主な取組の実施結果と中間年度における進捗状況

主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度

■関係団体等との連携のもと
「かわさき子どもの権利の日の
つどい」を開催（平成28年12月
4日）するとともに、各種研修会
等への講師派遣事業を実施し
ました。（参加者数：861人）　ま
た、パンフレットや映像資料を
活用し、子どもの権利への理
解を広めるため、さまざまな世
代に向けた広報・啓発を実施し
ました。「第５次川崎市子ども
の権利に関する行動計画」の
策定にあたっては、パブリック
コメントにより多く意見を集め
（304通、1,164件）、計画に反映
しました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

子どもの権利に関する広報資料配布数（単位：部）P.4

27年度目標

27年度実績

-

129,711

28年度目標

28年度実績

140,000以上

164,893

2

□「かわさき子どもの権利の日
のつどい」の開催やパンフレッ
ト等を活用した子どもの権利に
関する広報・啓発を実施しま
す。また、「第５次川崎市子ども
の権利に関する行動計画」を
策定します。

「川崎市子どもの権利に関する週間」を
中心に、学校において権利の学習を推
進します。また、これらの取組を保護者
や地域住民に公開することにより、子ど
もの権利の理解を地域に広めます。

事業名

人権尊重教育
推進事業

■「子どもの権利学習」に関す
る補助教材を児童生徒の発達
段階に応じた内容で作成し、配
布しました。また、子ども達が
暴力や権利侵害から身を守る
具体的な対処方法を学ぶ参加
型学習を小学校32校、中学校4
校の合計36校で実施しました。
なお、平成27年度は小学校31
校、中学校1校（試行）で実施し
ました。

参加型学習の対象学年を小学
校２～４年生までとしていまし
たが、平成２７年度に試験的に
中学校１校で、平成２８年度も
継続して中学校で実施し、対象
校を拡大しました。

評価・今後の方向性

「かわさき子どもの権利の日の
つどい」は開催地区を毎回変え
ることで、いままで広報の機会
がなかった地域において効果
的に広報を行うことができまし
た。また、講師派遣事業の充
実、多様な広報媒体の活用に
よる普及・啓発を行い、子ども
の権利の理解を深めることが
できました。
子どもの権利保障を総合的か
つ計画的に推進するため、「第
５次川崎市子どもの権利に関
する行動計画」を策定しまし
た。

平成27、28年度の進捗状況

□「第４次川崎市子どもの権利
に関する行動計画」に基づく施
策を推進するとともに、子ども
の権利に関する広報・啓発を
実施します。

■「かわさき子どもの権利の日
のつどい」を開催（平成27年11
月7日、12月12日）するととも
に、各種研修会等への講師派
遣事業を実施しました。また、
子どもの権利への理解を広め
るため、さまざまな世代に向け
た広報・啓発を実施しました。
（参加者数：548人）

□子どもが安心して気軽に相
談できるよう、人権オンブズ
パーソン制度の広報・啓発を行
います。

■子どもが安心して気軽に相
談できるよう、学校を通して相
談カードや保護者用チラシを配
布するなど、人権オンブズパー
ソン制度の広報・啓発を行いま
した。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

3
人権オンブズ
パーソンの周
知

子どもの権利の侵害に関する相談・救
済機関である人権オンブズパーソン相
談・救済事業について、市民の理解と
活用拡大を図るため、子ども・保護者・
関係機関に向けた周知に努めます。

□子どもが安心して気軽に相
談できるよう、人権オンブズ
パーソン制度の広報・啓発を行
うとともに、子どもの権利侵害
の特性に配慮したさまざまな相
談窓口の紹介を行います。

■子どもが安心して気軽に相
談できるよう相談カードを配布
するなど、人権オンブズパーソ
ン制度の広報・啓発を行いまし
た。また、子ども向け公式ホー
ムページ「こどもページ」等を通
じて、相談・救済機関の周知を
行いました。（ホームページ閲
覧回数：8,284回）

29年度目標 150,000以上

□「川崎市子どもの権利に関
する週間」を中心に、各学校で
子どもの権利学習に取り組む
ための補助教材を作成し、対
象学年に配布します。また、子
どもが暴力や権利侵害から身
を守る方法を身につける参加
型学習を行う小・中学校に、年
間を通じて講師派遣を行いま
す。

かわさき子どもの権利の日（11月20日）
前後において、子どもの権利に関係す
る団体等と協働し、「かわさき子どもの
権利の日のつどい」をはじめとする子ど
もの権利に関する広報・啓発活動を実

施します。

かわさき子ども
の権利の日事

業
1

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

人権オンブズパーソン相談・救
済事業について、市民の理解
と活用拡大を図るため、子ど
も・保護者・関係機関に向けた
周知を行いました。

1

資料５－２



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
事業名 評価・今後の方向性平成27、28年度の進捗状況

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

「かわさきしこどもページ」等に
おいて相談窓口についての広
報を行うとともに、情報更新を
迅速かつ適切に行うことによ
り、相談・救済機関を効果的に
周知し、利用を促進しました。

■「かわさきしこどもページ」や
「かわさき子どもの権利の日の
つどい」のチラシに、子どもの
相談窓口を掲載することで、相
談・救済機関を周知し、利用を
促進しました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止「こどもページ」の閲覧回数（単位：回）P.4

27年度目標 - 28年度目標 12,000以上 29年度目標 13,000以上

27年度実績 8,284 28年度実績 7,391

□子ども向け公式ホームペー
ジ「かわさきしこどもページ」等
による情報発信を通じて、子ど
もの相談窓口の周知と利用勧
奨を図ります。

□「川崎市子どもの権利に関
する条例」に基づき、地域にお
ける子どもの参加や意見表明
を促進します。

「子ども夢パーク」の利用人数（単位：人）P.4

27年度目標 - 28年度目標 92,000以上 29年度目標 92,000以上

□「川崎市子どもの権利に関
する条例」を具現化した「子ども
夢パーク」において、子どもの
自由な遊びの支援や各種イベ
ント等を開催します。

5
地域における
教育活動の推
進事業

地域における子どもの育ちと意見表明
を促進するため、「川崎市子ども会
議」、「行政区子ども会議」、「中学校区
子ども会議」の活動を推進します。

□「川崎市子どもの権利に関
する条例」に基づき、地域にお
ける子どもの参加や意見表明
を促進します。

ホームページ等により子どもが安心し
て気軽に相談できるようさまざまな相談
窓口を紹介するとともに、関係機関等と
連携して、子どもの権利侵害の特性に
配慮した相談への対応及び救済を行

います。

子どもの権利
侵害の特性に
配慮した相談・

救済

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

27年度実績 91,895 28年度実績 88,544

6
子ども夢パー
ク事業

子ども夢パークは「子どもの権利条例」
を具現化した施設であり、子どもがあり
のままの自分でいられ、子どもが主体
性を発揮して遊べる子ども夢パーク事

業を推進します。

□「川崎市子どもの権利に関
する条例」を具現化した「子ども
夢パーク」において、子どもの
自由な遊びの支援や各種イベ
ント等を開催します。

■ウォータースライダーや編み
ハンモックなどの遊具を子ども
や利用者とともに作るなど、子
どもたちの「やってみたい」とい
う気持ちを大切にしながら冒険
遊び場（プレイパーク）事業を
実施しました。また、野菜の苗
植えや収穫イベント、クリスマ
スや新春などの季節に応じた
イベントの他、文化・芸術・ス
ポーツなどの各種講座等を開
催しました。大規模イベント当
日の天候不順のため目標を下
回りました。（利用人数：88,544
人）

川崎市子どもの権利条例を具
現化する施設として、子どもが
主体性を発揮して遊べるため
の各種事業の開催や支援を通
して、子どもの参加、子どもの
居場所づくりを促進しました。

4

■地域における子どもの意見
表明や自治的な活動を奨励す
るため、「川崎市子ども会議」
（28回開催）と「行政区・各中学
校区子ども会議」（250回以上
開催）を開催するとともに、「地
域教育会議」との連携を図りま
した。

市・行政区・中学校区の各子ど
も会議の活動を通して、子ども
の意見表明の機会の確保と自
治的な活動の推進を行いまし
た。

■水遊びの中心のウォーター
スライダーや編みハンモックな
どの遊具を子どもや利用者とと
もに作るなど、子どもたちの
「やってみたい」という気持ちを
大切にしながら冒険遊び場（プ
レイパーク）事業を実施しまし
た。また、野菜の苗植えや収穫
イベント、クリスマスや新春など
の季節に応じたイベントなどの
他、文化・芸術・スポーツなど
の各種講座等を開催しました。
（利用人数：91,895人）

■地域における子どもの意見
表明や自治的な活動を奨励す
るため、「川崎市子ども会議」
（28回開催）と「行政区・各中学
校区子ども会議」（71回開催）を
開催するとともに、「地域教育
会議」との連携を図りました。

2



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
事業名 評価・今後の方向性平成27、28年度の進捗状況

7
青少年フェス
ティバル

青少年自身が企画から運営まで主体
的に関わっていく「青少年フェスティバ
ル」を実施し、青少年の社会活動への
参加を促進します。

□青少年自身が企画から運営
まで主体的に関わっていく「青
少年フェスティバル」を実施し、
青少年の社会活動への参加を
促進します。

　企画・運営を行う青少年層の
実行委員20人によって、年間を
通してステージやゲームの内
容等の企画・準備を進め、平成
29年3月5日に川崎市とどろき
アリーナにおいて青少年フェス
ティバルを実施し、9,328人が来
場しました。また、当日は、運
営スタッフとして、158人がボラ
ンティアとして参加しました。

　青少年が社会参加を通じた
達成感や自己有用感を得るこ
とができ、次代の担い手育成
の一助とすることができまし
た。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

□互いの人権を尊重し合い、
相互のふれあい交流を進める
ため各種講座や行事を実施し
ます。

■川崎区に居住する深刻な生
活課題を抱える多文化家族支
援、外国人市民への通訳翻訳
等、多言語情報発信事業や外
国につながる子どもの学習支
援事業の育成援助を行いまし
た。

外国人市民や多文化家族など
の生活課題を把握し、日常生
活をする上でのサポートなど多
様な事業に取り組みました。

8
ふれあい館事
業

互いの人権を尊重し合い、相互のふれ
あい交流を進めるため各種講座や行
事を実施します。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

3



「川崎市子ども・子育て支援事業計画　中間評価　整理表」 基本目標２　子育てを社会全体で支える環境づくり

●　平成２７、２８年度の主な取組の実施結果と中間年度における進捗状況

主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況

「男女平等かわさき条例」にお
ける「男女平等のまち・かわさ
き」の実現に向け、性別にかか
わりなく誰もが個性や能力を発
揮できる男女共同参画社会を
目指し、その認識が深められる
よう男女平等推進週間などの
機会を捉え、広報・啓発活動を
推進しました。

評価・今後の方向性

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

男女共同参画センター（すくら
む21）において男性の育児参
加支援や父親のネットワークづ
くりを支援するための講座等を
行います。

男女共同参画センターが主催
するイキメン研究所において
「パパのための子育てサロン」
を開催したほか、高津区との共
催で「イキメン講座」を開催しま
した。

川崎市男女平等推進週間（6月
23日～29日）など、さまざまな
機会を捉えて、チラシの配布や
掲示、講座等を行い広報・啓発
を推進します。

週間にあわせて、第３庁舎、中
原市民館、高津区役所、川崎
市広報コーナーにて男女平等
施策に係る展示を行いました。
また広報チラシを作成し公共施
設等で配架し啓発に努めまし
た。
平成28年度から「すくらむ21ま
つり」を男女平等推進週間にあ
わせて開催し、2567人の参加
がありました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

9

男女共同参画
の視点に立っ
た広報・啓発
活動の推進

「男女平等推進週間」等の事業を実施
するとともに、市のあらゆる施設を積極
的に活用し、男女平等についての理解
を深める広報・啓発を行います。

11
健全母性育成
事業

思春期の男女に対して、母子保健の知
識や男女がともに子育てを担うことにつ
いての意識啓発を、学校と連携して推
進します

□思春期に特有の心や体の特
徴、性の問題、感染症、喫煙な
どをテーマに小・中・高等学校
に赴き、健康教育を実施しま
す。

■保健師等の専門職が、小・
中・高等学校に赴き、思春期に
特有の心や体の特徴、性の問
題、感染症、喫煙などをテーマ
に健康教育を実施しました。
（参加者数：6,989人）

□思春期に特有の心や体の特
徴、性の問題、感染症、喫煙な
どをテーマに小・中・高等学校
に赴き、健康教育を実施しま
す。

■保健師等の専門職が、小・
中・高等学校に赴き、思春期に
特有の心や体の特徴、性の問
題、感染症、喫煙などをテーマ
に健康教育を実施しました。
（参加者数：6,070人）

思春期の男女に対して、母子
保健の知識や男女がともに子
育てを担うことについての意識
啓発を、学校と連携して推進し
ました。

男女がともに仕事と生活のバ
ランスがとれた生活が送れるよ
う、市民等と協働し、男性の育
児参加に関する講座等を開催
しました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

10

男女共同参画
の視点に立っ
た家庭教育の
支援

子育てセミナー等において、男性が参
加しやすい講座時間・内容を企画し、
男女共同参画に対する意識啓発を推
進します。

□出産・育児への支援のため
両親学級やプレパパ・プレママ
教室を開催します。

■妊娠期からの仲間づくりや
父親の育児参加の促進に向
け、両親学級（参加者延べ人
数：10,266人）やプレパパ・プレ
ママ教室（参加者数：532人）を
開催しました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ
男性の育児参加を促進し、夫婦で子育
てが楽しく行えるよう、男女共同参画に
対する意識啓発を推進します。

両親学級12

両親学級の参加者数（単位：人）P.7

27年度目標 - 28年度目標 6,300以上 29年度目標 6,300以上

27年度実績 6,133 28年度実績 5,667

□出産・育児への支援のため
両親学級やプレパパ・プレママ
教室を開催します。

■妊娠期からの仲間づくりや
父親の育児参加の促進に向
け、両親学級（参加者数：5,013
人（妊婦2,930人、父親2,076
人、その他7人））を開催しまし
た。（父親の参加率：41.4％（前
年度：40.4％））また、就労中の
妊婦のニーズに応えるため、
土曜開催のプレパパ・プレママ
教室（参加者数：488人）、日曜
開催の両親学級（参加者数：
166人）を開催しました。

男性の育児参加を促進し、夫
婦で子育てが楽しく行えるよ
う、男女共同参画に対する意
識啓発を推進しました。

4



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

□近隣都県市と連携し、一斉
定時退庁の取組の推進に向け
たポスターの作成・掲示などを
行い、仕事と生活の調和がと
れる働き方について普及啓発
を行います。

■一斉定時退庁の取組の推進
に向けたポスターを220枚作成
し、市民向けに掲示・配布を行
いました。

近隣都県市と連携した一斉定
時退庁の取組の推進に向けた
ポスターの作成などの広報活
動を行うことで、ワーク・ライフ・
バランスの普及啓発を図りまし
た。

子育て家庭に対するセミナーを
開催し、ワーク・ライフ・バラン
スの普及啓発を図りました。

13

子育て家庭に
対するワーク・
ライフ・バラン
スの推進に向
けた普及啓発

子育て家庭に対するセミナーを開催
し、ワーク・ライフ・バランスの普及啓発
を図ります。

□ワーク・ライフ・バランスの普
及啓発を図るため、市民向け
のセミナーを開催します。

■「育休中、育休後ママのワー
クライフバランス講座」を２回、
「新米パパ･ママ向けセミナー
夫婦で子育てを楽しもう！」を１
回開催しました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

イクボス宣言や学生向けのア
ルバイトの労働条件等の特集
記事を掲載しました。

・学生向けアルバイトの労働条
件特集（６月号）
・イクボス宣言についての特集
（１１月号）

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

15
川崎市労働情
報の発行

情報誌「かわさき労働情報」により事業
者に対する情報提供・啓発を行いま
す。

情報誌「かわさき労働情報」に
特集記事を掲載し、事業者に
対して情報提供・普及啓発を行
いました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

14

ワーク・ライフ・
バランスの推
進に向けた広
報の実施

近隣都県市と連携し、一斉定時退庁の
取組の推進に向けたポスターの作成・
掲示などを行い、仕事と生活の調和が
とれる働き方について普及啓発を行い
ます。

17 児童扶養手当

父母の離婚等で、父または母と生計を
同じくしていない子どもが養育される家
庭（ひとり親家庭）に対し手当を支給す
ることにより、ひとり親家庭の生活の安
定と自立の促進に寄与し、子どもの福
祉の向上を図ります。ひとり親家庭等
への支援の一環として、総合的な観点
から経済的支援のあり方を検討しま
す。

□国の制度改正により、第２子
及び第３子以降加算額を増額
します。

16 児童手当

中学校修了前の子どもを養育する家庭
に対し、手当を支給することにより、経
済的負担を軽減し、家庭における生活
の安定と子どもの健やかな成長を支援
します。

□対象者へ児童手当を支給し
ます。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

□対象者への児童手当・特例
給付（公務員を除く）の支給
（H28支給児童数194,717人）を
行いました。

□平成28年度8月から国の制
度改正によって第2子及び第3
子以降の加算額を増額し、支
給を行いました。（Ｈ28受給者
総数6,560人）

当初の予定のとおり平成２８年
度中に国の制度改正が行わ
れ、この増額を反映した手当支
給を行いました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

子どもを養育する家庭に児童
手当・特例給付（公務員除く）
の支給を行いました。

5



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

□子育ての不安を解消し、安
心して子どもを産み育てられる
環境づくりに向けて、小児医療
費助成制度の拡充を検討しま
す。

■小児医療費助成制度の通院
医療費助成について、平成27
年4月に小学校1年生から2年
生に拡大するとともに、平成28
年4月から小学校2年生から3
年生に拡大するための検討を
行いました。また、小学校6年
生までの拡大の検討について
平成28年3月に策定した「川崎
市総合計画第１期実施計画」
や「行財政改革プログラム」へ
の位置づけをしました。（助成
対象者数：99,419人）

取組の目標に掲げた通院助成
の対象年齢の拡大について、
実施することができました。
また、制度の内容や医療のか
かり方等について、市民に分
かりやすい広報、周知を行いま
した。

□地域の中で、親子が交流し
ながら遊べる場づくりや子育て
に悩む家庭への相談・支援に
向けて、「地域子育て支援セン
ター事業」を推進します。

■市内53か所の「地域子育て
支援センター」において、離乳
食やトイレトレーニングなどの
育児講座や「絵本の読み聞か
せ」など親子で楽しめるイベント
を開催するとともに、子育てに
役立つ地域情報などの提供を
実施しました。

□子育ての不安を解消し、安
心して子どもを産み育てられる
環境づくりに向けて、小児医療
費助成制度の通院医療費助成
の対象を小学校3年生に拡大し
ます。また、小学校6年生への
引上げに向けた検討を行いま
す。

■小児医療費助成制度の通院
医療費助成について、平成28
年4月に小学校2年生から小学
校3年生に拡大するとともに、
平成29年4月に小学校3年生か
ら小学校6年生まで拡大するこ
ととしました。
新たに対象となる方約25,000
人に対して、医療証を交付しま
した。
（助成対象者数（平成29年3月
末日時点：小学校3年生まで：
107,987人）

小児医療費助成事業における通院医療費助成対象年齢P.7

27年度目標 28年度目標 小学２年生⇒３年生 29年度目標
小学３年生
⇒６年生

27年度実績 小学１年生⇒２年生 28年度実績 小学２年生⇒３年生

子育て親子の交流等を促進す
る地域の子育て支援拠点とし
て、子育ての不安感等の緩和
や、子どもの健やかな育ちの
支援などを行い、地域の子育
て支援機能の充実を図りまし
た。

□地域の中で、親子が交流し
ながら遊べる場づくりや子育て
に悩む家庭への相談・支援に
向けて、「地域子育て支援セン
ター事業」を推進します。

■市内53か所の「地域子育て
支援センター」において、離乳
食やトイレットトレーニングなど
の育児講座や「絵本の読み聞
かせ」など親子で楽しめるイベ
ントを開催するとともに、子育て
に役立つ地域情報などの提供
を実施しました。

地域子育て支援センターを利用した子どもの人数（単位：人）P.41

27年度目標 - 28年度目標 279,000以上 29年度目標 279,000以上

27年度実績

18
小児医療費助

成

小児に係る医療費の自己負担分を助
成することにより、子どもの健康保持と
福祉の増進を図ります。通院医療費の
助成対象について、小学校６年生まで
の拡大を目指します。2015(平成27)年
度からは小学校２年生まで拡大し、
2016(平成28)年度に小学校３年生まで
段階的に拡大するための取組を進めま
す。制度の拡充にあたっては、制度の
安定性・継続性に配慮し、検討を行い

ます。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

19
地域子育て支
援センター事

業

地域において子育て親子の交流等を
促進する子育て支援拠点として、子育
ての不安感等の緩和や、子どもの健や
かな育ちの支援など、地域の子育て支

援機能の充実を図ります。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

274,911 28年度実績 276,623

6



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

□育児の援助を受けたい人と
育児の援助を行いたい人とを
マッチングするなど市民が相互
に行う援助活動を支援する「ふ
れあい子育てサポート事業」を
実施します。

■市内4か所の「ふれあい子育
てサポートセンター」において、
利用会員と子育てヘルパー会
員の登録や利用にあたる援助
内容等の調整を実施しました。
また、子育て家庭のニーズへ
の対応としてヘルパー会員数
を増やすため、ヘルパー研修
を年4回実施しました。

□育児の援助を受けたい人と
育児の援助を行いたい人とを
マッチングするなど市民が相互
に行う援助活動を支援する「ふ
れあい子育てサポート事業」を
実施します。

■市内4か所の「ふれあい子育
てサポートセンター」において、
利用会員と子育てヘルパー会
員の登録や利用にあたる援助
内容等の調整を実施しました。
また、子育て家庭のニーズへ
の対応としてヘルパー会員数
を増やすため、ヘルパー研修
を年4回実施しました。

ふれあい子育てサポート事業
を実施し、育児の援助を受けた
い人と育児の援助を行いたい
人とのマッチングを行うことで、
地域における子育てや、仕事と
育児の両立を支援しました。

21
こども文化セン
ター事業
（88に再掲）

地域の社会資源としておおむね中学校
区に1か所設置されている利便性を活
かした施設の活用のあり方を検討し、
子育て支援、小学生・中学生・高校生
の居場所づくりを行うとともに、乳幼児
から高齢者までの多様な世代が交流し
ながら主体的に活動できる地域の拠点
として、機能の強化を図ります。

□「こども文化センター」におい
て、子どもの多様な体験や活
動を通じた児童の健全育成を
推進するとともに、本市の社会
状況の変化や子ども・若者が
抱える課題に対応するため、
今後の施設のあり方等を検討
します。

■市内59か所の「こども文化セ
ンター」（民間児童館を含む）を
運営するとともに、多世代の交
流促進に向け、藤崎・子母口の
2か所において「老人いこいの
家」との連携モデル事業を実施
しました。また、子ども・若者を
取り巻く環境の変化や地域包
括ケアシステムの構築も踏ま
えながら、「こども文化セン
ター」の今後のあり方を検討
し、その結果を反映させるため
に次期指定管理期間を3年間と
しました。

22
青少年指導員
への支援
（141に再掲）

地域における青少年の健全育成の推
進を担うことを目的として設置している
青少年指導員に対し、区青少年指導員
連絡協議会の活動に対する支援や、
青少年指導員の資質向上のための研
修を開催するなど、青少年にとって望
ましい育成環境づくりを推進します。

青少年指導員連絡協議会に対
する支援を行い、青少年指導
員活動の充実や資質向上を図
り、青少年の健全な育成環境
づくりを推進します。

　青少年指導員連絡協議会に
対する助成や動画配信等の広
報を行い、声掛けパトロール等
の青少年指導員活動に対する
支援を充実させることができま
した。また、青少年指導員に対
する研修事業を市及び区ごと
に実施し、指導員の資質向上
を図ることができました。

□「こども文化センター」におい
て、子どもの多様な体験や活
動を通じた児童の健全育成を
推進するとともに、本市の社会
状況の変化や子ども・若者が
抱える課題に対応するため、
今後の施設のあり方等を検討
します。

■市内58か所の「こども文化セ
ンター」（民間児童館を含む）運
営をするとともに、多世代の交
流促進に向け、27年度の2か所
から6か所へ対象を拡充し「老
人いこいの家」との連携モデル
事業を実施しました。また、子
ども・若者を取り巻く環境の変
化や地域包括ケアシステムの
構築も踏まえながら、「こども文
化センター」のサービスの充実
に向けた検討をしました。

地域包括ケアシステム構築に
向けた取組を進める中で、こど
も文化センターが地域のみまも
りや多世代交流を促進するな
どのしくみづくりをするため、
「老人いこいの家」との連携モ
デル事業を実施しました。ま
た、こども文化センターの今後
の運営のあり方等を踏まえた
検討を進めてきました。

Ⅰ

23
青少年育成連
盟への支援
（90に再掲）

子ども会連盟、ボーイスカウト、ガール
スカウト、海洋少年団で構成されている
川崎市青少年育成連盟の活動を支援
します。また、構成団体が実施する各
種行事等への協力や、ジュニアリー
ダー等の養成を行い、青少年が地域の
中でさまざまな大人に見守られながら
健やかに成長していけるための地域づ
くりを進めます。

川崎市青少年育成連盟及び構
成団体の活動に対する支援を
行うことで、次代を担うリーダー
の養成や青少年の健全育成を
推進します。

　青少年育成連盟実施の中高
生リーダー研修を支援したほ
か、子ども会と連携し、ジュニア
リーダー養成研修を実施しまし
た。また、青少年育成連盟に対
する助成や、広報活動への支
援等により、団体活動の活性
化と団体相互の連携を進め、
青少年の健全育成を推進する
ことができました。

青少年育成連盟及び構成団体
の活動の活性化を図ることで、
次代を担うリーダーの養成や、
青少年の健全育成を推進する
ことができました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

青少年指導員連絡協議会に対
する支援を行い、青少年指導
員活動の充実や資質向上を図
ることで、青少年の健全な育成
環境づくりを推進することがで
きました。

①ふれあい子育てサポート事業における子育てヘルパー会員平均登録者数（単位：人）P.7
②ファミリー・サポート・センター事業延べ利用人数（単位：人）P.44

27年度目標
①-

②15,540
28年度目標

①790以上
②15,952

29年度目標
①810以上
②16,341

27年度実績
①777
②15,779

28年度実績
①775
②15,596

20
ふれあい子育
てサポート事

業

地域における子育てや、仕事と育児の
両立を支援するため、市民が相互に行
う育児援助活動を通して支援する事業
として、育児の援助を行いたい人と、育
児の援助を受けたい人との連絡、調整
を行い、会員相互による育児援助活動

を推進します。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

7



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

24

区役所を拠点
とした子育て支
援のネットワー
クの充実

子育て支援に関わる関係機関・団体と
のネットワーク会議を開催するほか、
「新たな公立保育所」の「地域の子ど
も・子育て支援」の機能等を活用し、地
域で活躍するさまざまなグループや団
体の連携の強化・地域ネットワークの
充実を図り、地域が主体となった子育
て支援事業を推進します。

□地域の子育て支援活動団体
と行政との連携を深め、支援を
必要としている子育て家庭が
地域で孤立することなく、必要
な支援につながる環境づくりを
進めます。

■地域の子育て支援活動団体
や関係機関、行政との連携を
深めるため、こども支援ネット
ワークに関する会議を開催す
るとともに、身近な地域で民生
委員児童委員、主任児童委員
との連携やボランティア活動等
を通して、子育て家庭に寄り添
える地域人材の育成を図りまし
た。

地域みまもり支援センターが設
置されたことで行政内部の連
携をより図りながら、ネットワー
ク会議の開催や「新たな公立
保育所」の「地域の子ども・子
育て支援」の機能を活用し、地
域が主体となった子育て支援
事業を推進しました。

25

子育て支援に
関わる地域グ
ループの育成
支援

子育てサロンや、地域の子育てグルー
プとの交流会の開催など、活動支援を
行い、子育て支援に関わる地域グルー
プの育成支援を図ります。

□子育てサロンや地域の子育
てグループなど、地域グループ
の活動や、グループの育成を
支援します。

■子育てサロンや地域の子育
てグループと交流会を開催し、
地域のニーズに沿った活動を
支援するとともに、子育て支援
に関わる地域グループの育成
支援を図りました。

26
地域の子育て
支援を担う人
材の育成支援

地域において、子ども・子育て支援に
興味のある市民を対象とした、子育て
支援に関するさまざまな講座や研修を
行い、地域の子育て支援を担う子育て
支援者を養成するなど、地域の人材の
育成支援を行います。

□地域において、子ども・子育
て支援に興味のある市民を対
象にさまざまな講座や研修を
行い、地域の子育てを担う人
材育成を支援します。
□「子育て支援員」を養成し、
地域の人材の育成支援を行い
ます。

■地域で子ども・子育て支援に
興味のある市民を対象にさま
ざまな講座や研修を行い、地
域の子育てを担う人材育成を
支援しました。
■「子育て支援員」を養成し、
地域の人材の育成支援を行い
ました。

地域において、子ども・子育て
支援に興味のある市民を対象
に、さまざまな講座や研修を行
い、地域の子育て支援を担う
子育て支援者を養成し、地域
の人材の育成支援を行いまし
た。

子育てサロンや、地域の子育
てグループなどと定期的に交
流会を開催し、活動支援や地
域グループの育成支援を行い
ました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

27
地域の交流支
援

土曜日等に各種講座やイベントを開催
し、父親同士や家族間の交流支援、父
親の育児参加の促進等を図ります。

□川崎市子ども・若者ビジョン
の具現化に向け、地域におけ
る子どもの居場所づくりを促進
し、地域社会全体で子どもを見
守り、安全かつ安心な環境の
中で子どもの健全な育成が図
られるよう、地域と連携して、日
常的かつ継続的に子どもの健
全育成に資する活動を行う団
体を支援します。

■子ども・若者ビジョンの具現
化に向け、地域と連携して子ど
もの健全育成に資する活動を
行う団体の育成等を図るため、
子ども食堂や学習支援事業等
の様々な分野で活動する１８団
体に対する支援を行いました。

□土曜日等に講座やイベント
を開催するほか、地域のサロ
ンやさまざまなグループが行う
イベント等に協力します。

■土曜日等に各種講座やイベ
ントを開催し、平日は参加しづ
らい市民も含めた父親同士や
家族間の交流を支援し、父親
の育児参加の促進を図りまし
た。

地域のニーズに合わせて、土
曜日等にも講座やイベントを開
催するとともに、地域のサロン
やさまざまなグループが行うイ
ベント等に協力しました。

地域における子どもの居場所
づくりを促進し、地域社会全体
で子どもを見守り、安全かつ安
心な環境の中で子どもの健全
な育成が図られるよう、仕組み
づくりを推進しました。

地域の子ども・
子育て活動支
援助成モデル
事業

28

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

地域と連携して日常的に小学生の健全
育成のための活動を行う団体の取組を
育成するため、区と連携しながらモデ
ル事業を行います。

□地域の子育て支援活動団体
と行政との連携を深め、支援を
必要としている子育て家庭が
地域で孤立することなく、必要
な支援につながる環境づくりを
進めます。

■地域の子育て支援活動団体
や関係機関、行政との連携を
深めるため、こども支援ネット
ワークに関する会議を開催す
るとともに、身近な地域で民生
委員児童委員、主任児童委員
との連携やボランティア活動等
を通して、子育て家庭に寄り添
える地域人材の育成を図りまし
た。

8



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

30
子育て情報の
発信

子育てに役立つ身近な情報を、子育て
親子に的確に届けるため、全市版の子
育てガイドブックや、各区版の子育て情
報誌の作成、子育て応援ナビによる情
報発信など、多様な方法による情報提
供を行います。

□子育て家庭のニーズに的確
に対応するため、多様な手法
を使った情報提供を行うととも
に、市民に身近な場所におい
て、子ども・子育て支援に関す
る情報提供や地域の仲間づく
りなどの相談支援を行います。

■市及び各区において「子育
てガイドブック」や子育て情報
誌を作成するとともに、「子育て
応援ナビ」（市ホームページ）等
による情報発信を行いました。
また、保育所やこども文化セン
ター、地域子育て支援センター
など市民にとって身近な場にお
いて子ども・子育て支援に関す
る相談・情報提供を行いまし
た。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

29

区役所におけ
る保育資源等
の情報収集と
ニーズに応じ
た情報提供、
相談・コーディ
ネート機能の
充実

多様化する子育て家庭のニーズに的
確に対応するため、地域における教
育・保育施設（保育所、認定こども園、
幼稚園）や地域型保育事業（小規模保
育、家庭的保育等）、川崎認定保育園
等の情報を収集・蓄積し、利用者ニー
ズに応じた施設・事業等の情報提供を
行うなど、利用申請前から入所保留と
なった後まで、利用者の視点に立った
切れ目のない相談・コーディネート機能
を充実していきます。
また、情報提供にあたっては、区役所
窓口においてタブレット端末を活用した
効果的な対応を図るとともに、保護者
等が自ら希望する施設・事業等を選択
できるよう、ホームページの活用や「子
育てガイドブック」等を作成するなど、き
め細やかな支援を実施していきます。

□多様化する子育て家庭の
ニーズに的確に対応するた
め、保育園等の情報を収集・蓄
積し、利用者ニーズに応じた施
設・事業等の情報提供を行うな
ど、利用申請前から入所保留
となった後まで、利用者の視点
に立った切れ目のない相談・
コーディネート機能を充実して
いきます。また、情報提供にあ
たっては、区役所窓口において
タブレット端末を活用した効果
的な対応を図るとともに、保護
者等が自ら希望する施設・事
業等を選択できるよう、ホーム
ページの活用や「子育てガイド
ブック」等を作成するなど、きめ
細やかな支援を実施していき
ます。

■市及び各区において「子育
てガイドブック」や「子どもの預
け先をどうやって探したらよい
の？」等を作成するとともに市
ホームページの認可外保育施
設の空き情報を定期的に更新
するなど情報発信をしました。
また、利用案内説明会や相談
会を開催しました。（開催回数：
284回、参加人数：2,370人　7区
合計）さらに、平日夜間及び土
曜日に区役所窓口を開設し、
平日の日中に来庁できない方
へ利用相談を実施しました。
（12日間、相談件数：延べ131
件）

多様化する子育て家庭のニー
ズに的確に対応するため、市
及び各区において、保育所等
の利用申請前からアフターフォ
ローに至るまで、きめ細やかな
相談・支援を実施しました。

Ⅱ

こども文化センターや保育所、
地域子育て支援センターなど、
市民に身近な場所で、子ども・
子育て支援に関するさまざまな
講座やイベントを通じた情報提
供を行い、子育てや地域の仲
間づくりなどの相談支援を行い
ました。

31
地域の場を活
かした相談支
援

こども文化センターや保育所、地域子
育て支援センターなど、市民にとって身
近な場所において、子ども・子育て支援
に関する情報提供を行うとともに、子育
てや地域の仲間づくりなどの相談支援
を行います。

□こども文化センターや保育
所、地域子育て支援センターな
ど市民に身近な場所で、子ど
も・子育て支援に関するさまざ
まなイベント等を行い、子育て
や地域の仲間づくりなどの相談
支援を行います。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

■こども文化センターや保育
所、地域子育て支援センターな
ど市民に身近な場所で、子ど
も・子育て支援に関するさまざ
まな講座やイベントを連続して
実施し、子育ての相談支援を
行ったり地域の仲間づくりを支
援しました。

□子育て家庭のニーズに的確
に対応するため、多様な手法
を使った情報提供を行います。

■市及び各区において「子育
てガイドブック」や子育て情報
誌を作成するとともに、「子育て
応援ナビ」（市ホームページ）等
による情報発信を行いました。

子育てに役立つ身近な情報を
子育て親子に的確に届けるた
め、全市版の子育てガイドブッ
クや、各区版の子育て情報誌
の作成、子育て応援ナビによる
情報発信など、多様な方法に
よる情報提供を行いました。

9



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

33

新たな公立保
育所「地域の
子ども・子育て
支援」の機能

「新たな公立保育所」では地域の子育
て相談、情報発信を担う機能の拡充、
及び保護者・子ども相談支援機能の拡
充を図ります。

□「新たな公立保育所」におい
ては、保育の質の向上に向
け、民間保育所への支援機能
を強化するとともに、在宅で子
育てする家庭への機能を充実
します。また、医療的ケアが必
要な子どもの受け入れに向
け、保育の体制整備を検討し
ます。

■「新たな公立保育所」におけ
る支援を必要とする民間保育
所への支援、地域の子ども・子
育て支援に取り組むとともに、
医療的ケアの必要な子どもの
受け入れ体制の整備を検討
し、センター園における平成28
年4月からの受け入れを開始し
ました。

□親子が地域で孤立せず安心
して育児ができるよう、保健師
等による「新生児訪問」や地域
とのつながりをつくり身近な子
育て支援に関する情報提供な
どを行う「こんにちは赤ちゃん
訪問」事業を実施します。

■訪問指導員（保健師・助産
師・看護師）が伺い、赤ちゃん
の体重測定、親子の健康状態
の把握や育児相談を行う「新生
児訪問」を実施するとともに、
地域とのつながりをつくるた
め、地域の方が訪問員として伺
い、身近な子育て情報等をお
届けする「こんにちは赤ちゃん
訪問」事業を実施しました。(訪
問数：13,847件）

□親子が地域で孤立せず安心
して育児ができるよう、保健師
等による「新生児訪問」や地域
とのつながりをつくり身近な子
育て支援に関する情報提供な
どを行う「こんにちは赤ちゃん
訪問」事業を実施します。

■訪問指導員（保健師・助産
師・看護師）が伺い、赤ちゃん
の体重測定、親子の健康状態
の把握や育児相談を行う「新生
児訪問」を実施するとともに、
地域とのつながりをつくるた
め、地域の方が訪問員として伺
い、身近な子育て情報等をお
届けする「こんにちは赤ちゃん
訪問」事業を実施しました。(訪
問数：13,299件）

親子が地域で孤立せずに安心
して育児できるよう「こんにちは
赤ちゃん事業」等の充実を図る
とともに、生後4か月までの乳
児家庭の全戸訪問を推進しま
した。

□「新たな公立保育所」におい
ては、保育の質の向上に向
け、民間保育所への支援機能
を強化するとともに、在宅で子
育てする家庭への機能を充実
します。また、医療的ケアの必
要な子どもの受入れを行いま
す。

■「保育の質ガイドブック」を作
成し、民間保育所への支援機
能を強化するとともに、市内保
育関係施設向けに公民合同の
課題別研修や公開保育、小規
模保育所等でのデリバリー講
座を実施し、更なる保育の質の
向上に繋げました。（研修参加
者：延べ4,948人、公開保育参
加者：延べ707人）　また、在宅
で子育てする家庭に対しては、
保育所の園庭開放や各種講座
を通して相談機能の強化を図
りました。医療的ケアを必要と
する子どもの受入れを、2か所
のセンター園で実施しました。

□地域の子育て相談、情報発
信を担う機能拡充及び保護者・
子ども相談支援機能を拡充す
るため、市及び各区保育総合
支援担当でききめ細やかな相
談・支援を実施しました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

「こんにちはあかちゃん訪問」等の実施率（単位：％）P.7

27年度目標 - 28年度目標 100 29年度目標 100

27年度実績 92.2 28年度実績 91.5

32
乳児家庭全戸
訪問事業

親子が地域で孤立せずに安心して育
児できるよう、乳児家庭を地域の訪問
員等が訪問し、地域の子育て支援情報
の提供等を行う「こんにちは赤ちゃん事
業」等の充実を図るとともに、生後4か
月までの乳児家庭の全戸訪問を目指し

ます。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

10



「川崎市子ども・子育て支援事業計画　中間評価　整理表」 基本目標３　乳幼児期の保育・教育の良質な環境づくり

●　平成２７、２８年度の主な取組の実施結果と中間年度における進捗状況

主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果

□国の幼児教育無償化の動向
や他都市の状況に留意しなが
ら、補助水準及び保育料を適
切に設定します。

■幼児教育無償化や他都市の
状況などを踏まえ、「教育標準
時間認定保育料金額表」の階
層の細分化と一部階層の増額
を実施しました。

36
幼児園保育料
補助事業

幼児園（幼稚園類似の幼児教育施設
で、市が認定する施設）に園児を通園
させる保護者に対し、経済的負担の軽
減を図ります。

No 事業名 平成31年度までの主な取組
平成27年度 平成28年度

平成27、28年度の進捗状況

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

評価・今後の方向性

市内の私立幼稚園に対し、必
要な経費の助成や、幼児教育
相談員の巡回等を実施し、幼
稚園への支援を継続して行い
ました。
国の示す幼児教育の段階的無
償化の方向性を踏まえ、「子ど
も・子育て支援新制度」におけ
る、教育標準時間認定保育料
金額表等の適正な見直しを実
施しました。

34
私立幼稚園に
対する助成事
業

質の高い幼児教育を推進するために、
特別支援教育事業、子育て支援事業、
預かり保育事業等の事業を実施する市
内の私立幼稚園に対し、必要な経費の
助成や、幼児教育相談員の巡回等を
実施し、教育の充実に積極的に取り組
む幼稚園への支援を行います。
また、「子ども・子育て支援新制度」によ
る施設型給付を幼稚園、認定こども園
に対し給付するとともに、教育・保育の
質の向上のために、国における質の改
善を踏まえながら、運営水準の向上を
図ります。

□国の幼児教育無償化の動向
や他都市の状況に留意しなが
ら、適切な補助水準及び保育
料の設定を検討します。

■幼児教育無償化や他都市の
状況などを踏まえ、「教育標準
時間認定保育料金額表」の階
層の細分化と一部階層の増額
を検討しました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

各幼稚園教職員の相談に応
じ、幼児教育の充実を図るため
に、幼児教育相談員による巡
回相談を実施しました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

私立幼稚園に園児を通園させ
る保護者に対し、継続して保育
料の一部を助成し、経済的負
担の軽減を図っています。
国の示す幼児教育の段階的無
償化の方向性を踏まえ、補助
額の見直しを行い、助成を行い
ました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

幼児園（幼稚園類似の幼児教
育施設で、市が認定する施設）
に園児を通園させる保護者に
対し、経済的負担の軽減を図
るために、継続して保育料を補
助しました。

幼稚園の保育料補助の助成児童数（単位：人）P.11

27年度目標 - 28年度目標 21,060 29年度目標

□幼児教育の充実のために幼
稚園教職員からの相談に対
し、個別具体的に助言するなど
して幼児教育相談を実施しま
す。

■幼児教育相談員による巡回
相談を実施しました。（相談実
績回数：144回）

□幼児園に子どもを通わせる
保護者に対し経済的負担の軽
減を図るために、保育料の一
部を助成します。

■幼児園に子どもを通わせる
保護者に、保育料補助を実施
しました。（助成児童数：544人）

21,060

27年度実績 22,167 28年度実績 21,049

私立幼稚園に園児を通園させる保護者
に対し、保育料の一部を助成し、経済
的負担の軽減を図ります。

私立幼稚園保
育料補助事業

35

37

□私立幼稚園に子どもを通わ
せる保護者に対し、保育料の
一部を助成し、経済的負担の
軽減を図ります。

■私立幼稚園に子どもを通わ
せる保護者に、保育料補助を
実施しました。（助成児童数：
22,167人）

□私立幼稚園に子どもを通わ
せる保護者に対し、経済的負
担の軽減を図るために、保育
料の一部を助成します。

■私立幼稚園に子どもを通わ
せる保護者に、保育料補助を
実施しました。（助成児童数：
21,049人）

幼児教育への
支援

幼児教育に携わる幼稚園教諭、保育
士等を対象とした講座や研修を実施す
ることにより、幼児教育の充実を図りま
す。

11



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

29年度目標
①247,594
②40

39
認定こども園
保育士等資格
取得支援事業

認定こども園における保育教諭は、幼
稚園教諭と保育士資格両方の免許・資
格を有するものとされていることから、
有していない資格取得の支援を推進し
ます。

□多様な教育・保育ニーズに
柔軟に対応するため、幼稚園
から認定こども園への移行を
促進します。

■計画に基づき、幼稚園から
認定こども園への移行等を促
進しました。（実施園：2園）

□多様な教育・保育ニーズに
柔軟に対応するため、幼稚園
から認定こども園への移行を
促進します。

■幼稚園から認定こども園へ
の移行等を促進しました。（新
規実施園：1園）

認定こども園への移行に必要
な整備を順次行い、また各幼
稚園の実情に合わせて個別に
説明を行い、移行を促進しまし
た。

□認定こども園に在籍する職
員の資格取得支援のため川崎
市保育教諭確保のための保育
士資格取得支援事業補助金の
交付を実施します。

■川崎市保育教諭確保のため
の保育士資格取得支援事業補
助金の交付を実施しました。
（補助対象人数：３人）

認定こども園における保育教
諭を確保するため、有していな
い資格の取得について、継続
して支援しました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

41
校長・園長連
絡会等の実施

小学校校長と幼稚園・認定こども園・保
育所園長との連絡会、教諭や保育士等
実務担当者の連絡会等を通じ、さまざ
まなネットワークにより幼保小の連携を
図ります。

□小学校校長と幼稚園・認定こ
ども園・保育所園長との連絡会
や実務担当者の連絡会の開
催、幼保小の職員による相互
の施設体験などを通じ、幼保小
の連携を図ります。
□発達の連続性を踏まえた子
どもの育ちを支援することを目
的に、校長・園長連絡会や幼
保小実務担当者会議等を実施
し、連携強化を図ります。

■小学校校長と幼稚園・認定こ
ども園・保育所園長との連絡会
や実務担当者の連絡会の開
催、幼保小の職員による相互
の施設体験などを通じ、幼保小
の連携を図りました。
■連絡会等を実施することで、
幼保小の連携の在り方や必要
性、地域の課題について明ら
かにでき、共通認識を深めまし
た。

小学校校長と幼稚園・認定こど
も園・保育所園長との連絡会、
教諭や保育士等実務担当者の
連絡会等を通じ、さまざまな
ネットワークにより幼保小の連
携を図りました。
小学校校長と幼稚園・認定こど
も園・保育所園長との連絡会や
実務担当者連絡会等を各区保
育総合支援で企画・実施し、情
報交換等を行い連携強化を図
りました。

認定こども園への移行を前提
とした幼稚園に対し、長時間預
かり保育事業に対する助成を
実施しました。一時預かり事業
の補助単価に市加算を実施す
るなど、実施園の拡充を図りま
した。

□幼稚園利用者の多様なニー
ズに対応するため、幼稚園に
おける一時預かり・長時間預か
り保育事業を推進します。

■市内幼稚園及び認定こども
園12園において、一時預かり
事業（幼稚園型）を実施しまし
た。また、2園において幼稚園
長時間保育支援事業を実施し
ました。

□幼稚園利用者の多様なニー
ズに対応するため、幼稚園に
おける一時預かり・長時間預か
り保育事業を推進します。

■市内幼稚園及び認定こども
園21園において、一時預かり
事業（幼稚園型）を実施しまし
た。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

認定こども園移行施設数（うち幼保連携型）（単位：か所）P.32

27年度目標 2(1) 28年度目標 7(3) 29年度目標 15(7)

27年度実績 2(1) 28年度実績 1(0)

①幼稚園における一時預かり事業の延べ利用人数（単位：人）P.42　②幼稚園の一時預かり実施園数（単位：園）P.11

27年度目標 ①252,214　②- 28年度目標 ①249,904　②27

27年度実績 ①102,692　②12 28年度実績 ①154,073　②21

Ⅱ

38
認定こども園
整備事業

認定こども園への移行を進めるため、
必要な整備を計画的に行います。

40
長時間預かり
保育事業

保育所の開所時間と同等の運営を実
施するとともに、認定こども園への移行
を前提とした幼稚園に対し、長時間の
預かり保育事業に対する助成を実施し

ます。

12



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

27年度実績 1,455 28年度実績

43
就学に向けた
リーフレット等
の作成・配布

幼稚園・認定こども園・保育所年長児と
その保護者に向けたリーフレット等を作
成・配布し、就学前の準備と就学後の
生活について啓発を図ります。

□幼稚園・認定こども園・保育
所年長児とその保護者に向け
たリーフレット等を作成・配布
し、就学前の準備と就学後の
生活について啓発を図ります。

■幼稚園・認定こども園・保育
所年長児とその保護者に向け
たリーフレット等を作成・配布
し、就学前の準備と就学後の
生活について啓発を図りまし
た。

□幼稚園・認定こども園・保育
所年長児の小学校行事への参
加等を通じて、就学前の子ども
が安心して就学を迎えられるよ
うに取組みます。
□幼稚園・認定こども園・保育
所年長児の小学校行事への参
加等を通じて、園児と児童の交
流を実施し、就学前の子どもが
安心して就学を迎えられるよう
な取組を推進します。

■幼稚園・認定こども園・保育
所年長児の小学校行事への参
加等を通じて、就学前の子ども
が安心して就学を迎えられるよ
うに取組みました。
■小学校行事への参加等を通
じて、園児と児童の交流を実施
し、子ども一人一人が安心して
就学を迎えられるような取組を
行いました。

小学校行事への幼稚園・認定
こども園・保育所年長児の参加
を通じて、児童と園児が交流
し、安心して就学を迎えられる
よう取組を進めました。
幼稚園・認定こども園・保育所
年長児の小学校行事への参加
等を通じて、園児と児童の交流
を実施し、就学前の子どもが安
心して就学を迎えられるような
幼保小で切れ目のない支援を
実施しました。

42
各小学校にお
ける園児・児童
の交流

幼稚園・認定こども園・保育所年長児
の小学校行事への参加等を通じて、園
児と児童の交流を実施し、就学前の子
どもが安心して就学を迎えられるような
取組を推進します。

□待機児童解消の継続に向
け、高まる保育需要に適切に
対応するため、多様な整備手
法を用いて、必要な場所に必
要な量の整備を推進します。

■平成28年4月に向けて、認可
保育所の整備により1,380人、
公立保育所の民営化により75
人、小規模保育事業所の整備
により72人の合計1,527人の入
所枠を拡大し、当初計画を上
回る定員枠を確保しました。

□待機児童解消の継続に向
け、高まる保育需要に適切に
対応するため、多様な整備手
法を用いて、必要な場所に必
要な量の整備を推進します。

■平成29年4月に向けて、認可
保育所の整備により1,320人、
公立保育所の民営化により45
人、既存保育所の増改築によ
り25人、小規模保育事業所の
整備により110人の合計1,500
人の入所枠を拡大し、当初計
画を上回る定員枠を確保しまし
た。

市内52か所の認可保育所の整
備等により2,845人、市内10か
所の小規模保育事業所の整備
により182人の合計3,027人の
入所枠を確保し、当初計画を
上回る定員枠を確保した結果、
平成29年4月に待機児童を解
消しました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅲ

認可保育所の整備は、待機児童解消
への期待感により新たに掘り起こされ
る保育需要や、引き続き大規模住宅開
発等により保育需要の急増が見込ま
れる地域の状況を見極め、必要とされ
る場所に的確かつ効果的に整備を行
い、待機児童解消の継続を図っていき
ます。
整備地域の選定にあたっては、教育・
保育施設（保育所、認定こども園、幼稚
園）や地域型保育事業（小規模保育、
家庭的保育等）、川崎認定保育園等の
入所や空き状況、入所保留者の地域
（町丁）別、児童年齢別、ランク別件数
等の把握・分析を行い、保育需要が見
込まれる重点整備地域の絞り込みを行
います。また、保育所等に適した物件
の掘り起こしが課題となっていることか
ら、保育所等の整備に向けては、区役
所とこども本部が連携しながら、対応を
図ります。

重点整備箇所
への認可保育
所の整備
(70に再掲)

44

1,390

認可保育所の定員枠の拡大（単位：人）P.32

27年度目標 1,385 28年度目標 1,295 29年度目標 850

幼稚園・認定こども園・保育所
年長児とその保護者に向けた
リーフレット等を作成・配布し、
就学前の準備と就学後の生活
について啓発を図りました。

13



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

□「横浜市と川崎市との待機児
童対策に関する連携協定」に
基づき、保育需要が双方に補
完し合える土地等に、保育所
の共同整備を進めます。

■横浜市との連携協定に基づ
き、保育所の共同整備を実施
し、平成29年4月に「尻手すきっ
ぷ保育園」（定員59人）を開所
しました。

45
小規模保育事
業所の整備
（71に再掲）

小規模保育事業所については、面積的
に認可保育所の整備が困難な既成市
街地においても重点的で柔軟な整備が
しやすいことから、保育需要の高い市
街地等に指定する緊急整備地区を中
心に、効果的な整備を推進していきま
す。

□待機児童解消の継続に向
け、高まる保育需要に適切に
対応するため、保育需要の高
い市街地等に指定する緊急整
備地区を中心に、効果的な整
備を推進します。

■平成29年4月に向けて、認可
保育所の整備により1,320人、
公立保育所の民営化により45
人、既存保育所の増改築によ
り25人、小規模保育事業所の
整備により110人の合計1,500
人の入所枠を拡大し、当初計
画を上回る定員枠を確保しまし
た。

市内52か所の認可保育所の整
備等により2,845人、市内10か
所の小規模保育事業所の整備
により182人の合計3,027人の
入所枠を確保し、当初計画を
上回る定員枠を確保した結果、
平成29年4月に待機児童を解
消しました。

□待機児童対策として、本市
独自の認可外保育施策とし
て、「川崎認定保育園」の制度
を実施するとともに、施設の認
可化や小規模保育事業への移
行を促進します。また、園児の
保護者に対し、保育料の一部
を助成し、経済的負担の軽減
を図ります。

■本市独自の待機児童対策と
して推進する川崎認定保育園
（利用児童数：4,384人）やおな
かま保育室（利用児童数：131
人）からの認可化及び小規模
保育事業への移行（実施園：8
園）を進めるとともに、川崎認
定保育園に園児を通わせる保
護者に対して、保育料補助を
実施しました。（助成児童数：
4,171人）

□待機児童対策として、本市
独自の認可外保育施策とし
て、「川崎認定保育園」の制度
を実施するとともに、施設の認
可化や小規模保育事業への移
行を促進します。また、園児の
保護者に対し、保育料の一部
を助成し、経済的負担の軽減
を図ります。

■平成29年4月に向けて、本市
独自の待機児童対策として推
進する川崎認定保育園からの
認可化及び小規模保育事業へ
の移行（実施園：8園）を進めま
した（川崎認定保育園利用児
童数：4,360人）。また、川崎認
定保育園に園児を通わせる保
護者に対して、保育料補助を
実施しました（助成児童数：
5,077人）。

□待機児童対策として、本市
独自の認可外保育施策である
川崎認定保育園の認可化及び
小規模保育事業への移行を促
進するとともに、川崎認定保育
園に在園させている保護者に
対して保育料補助を実施し、経
済的負担の軽減を図りました。
【移行数】
＊平成27年度
・認可化　　　　　　　　　　　4件
・小規模保育事業へ移行
　　　　　　　　　　　　　　　　 4件
＊平成28年度
・認可化　　　　　　　　　　　5件
・小規模保育事業へ移行
　　　　　　　　　　　　　　　　 3件

「横浜市と川崎市との待機児童
対策に関する協定」に基づき、
本市と横浜市との市境にある
市有地や国有地、民有地等を
活用しながら、市境周辺におけ
る保育需要を双方に補完し合
える土地等に、保育所等の共
同整備を進めました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

- 28年度目標 4,171 29年度目標 4,171

27年度実績 4,171 28年度実績 5,077

□「横浜市と川崎市との待機児
童対策に関する連携協定」に
基づき、保育需要が双方に補
完し合える土地等に、保育所
の共同整備を進めます。

□公立保育所の老朽化対策を
推進します。

■大島・大島乳児保育園の移
築基本設計及び生田・生田乳
児保育園の改築基本計画策定
業務を行いました。
■夢見ヶ崎保育園の移転につ
いては、基本設計時に費用対
効果等の精査を行い、事業中
止の判断をしました。

・センター園７園の内、１園（大
島・大島乳児保育園）の基本設
計を完了。
・ブランチ園１４園の内、１園
（生田・生田乳児保育園）の基
本計画を策定。

48

「新たな公立保
育所」の老朽
化対策と機能
強化の推進

建替えるべき保育所と長寿命化を進め
るべき保育所を早期に切り分け、総合
的な老朽化対策を推進するとともに、
建替えについては、「新たな公立保育
所」の機能や役割を果たすために民間
資金を活用した新たな手法を含め、効
率的に進めます。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

「川崎認定保育園」の保育料補助助成児童数（単位：人）P.11

27年度目標

■横浜市との連携協定に基づ
き、保育所の共同整備を実施
し、平成28年4月に「幸いづみ
保育園」（定員90人）を開所しま
した。

47

川崎認定保育
園における受
入枠の確保
（73の再掲）

本市独自の認可外保育事業である川
崎認定保育園については、一定の受入
枠を継続して確保するとともに、保護者
の保育料負担軽減を実施します。

Ⅰ

Ⅱ

46

横浜市との協
定に基づく認
可保育所の共
同整備
（72に再掲）

「横浜市と川崎市との待機児童対策に
関する連携協定」（2014(平成26)年10
月27日締結）に基づき、本市と横浜市
との市境にある市有地や国有地、民有
地等を活用しながら、市境周辺におけ
る保育需要を双方に補完し合える土地
等に、保育所等の共同整備を進めてい
きます。

14



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

49
公立保育所の
民営化

公表済みの公立保育所８か所の民営
化を2016(平成28)年４月に４か所、
2017(平成29)年４月に４か所と、それぞ
れ進めていくとともに、今後民営化を予
定している公立保育所についても、
2021(平成33)年４月を目途に、適切な
手法を見極めながら、民営化を推進し
ます。

□公立保育所の民営化を４か
所実施します。

■平成29年4月に向けて、4か
所5園（渡田、橘、向丘・向丘乳
児、東中野島）の民営化を推進
しました。

平成28年4月に4か所4園、平
成29年4月に4か所5園の民営
化を実施しました。

51
民間保育所の
老朽化対策の
推進

民間保育所の改築については、運営法
人と調整を図りながら、適切な時期に
実施できるよう検討を進めます。

50
指定管理の公
立保育所の民
設民営化

建物が単体施設の場合は、建物・工作
物を有償譲渡し土地は無償貸付するこ
とを原則として、建物が複合施設の場
合は、建物も土地も無償貸付すること
を原則として、民設民営化の取組を進
めます。

□公設民営（指定管理者制度
導入）保育所の民設化を推進
します。

■平成29年4月に向けて、公設
民営保育所4か所5園（塚越、
小田中・小田中乳児、たちばな
中央、くじ）の建物の有償譲渡
又は無償貸付による民設民営
化を行いました。

・公設民営保育所4か所5園の
建物の有償譲渡又は無償貸付
による民設民営化を行いまし
た。

□民間保育所の老朽化対策を
推進します。

■老朽化が進んだ井田保育園
の改築を法人が実施するにあ
たり、仮設園舎リース料への補
助金を交付しました。

・老朽化対策が必要な民間保
育園の内、１園（井田保育園）
について、改築する際の仮設
園舎リース料への補助金を交
付しました。

53
地域型保育事
業に対する運
営支援の確保

地域型保育事業について、連携施設の
設定を調整し、利用する子どもの交流
や保育内容の運営支援を行います。ま
た、幼稚園の長時間預かり保育事業や
認定こども園への移行の推進により、3
歳以降の教育・保育施設の受入れ枠
の拡大を図るとともに、３歳以降の入所
調整における優先利用の仕組みを検
討し、保育の継続性の確保に努めま
す。

□地域型保育事業における受
入児童数を拡大します。

□地域型保育事業について、
連携施設の設定を調整し、利
用する子どもの交流や保育内
容の運営支援を行いました（設
定数：小規模保育事業10件、
家庭的保育事業1件）

□地域型保育事業について、
小規模である事業特性を踏ま
え、連携施設の設定を調整し、
利用する子どもの交流や保育
内容の運営支援を行いました。
【設定数】
＊平成27年度
・小規模保育事業　　　11件
・事業所内保育事業　　 2件
＊平成28年度
・小規模保育事業　　　10件
・家庭的保育事業　　　  1件

□「新たな公立保育所」の役割
として、身近な地域の中で、実
践的な知識や保育技術につい
て民間事業者との共有を図り、
支援等を実施するとともに、
公・民合同の研修等により保育
人材を育成しました。

□「新たな公立保育所」におい
て、実践的な知識や保育技術
を民間事業者と共有し支援す
るとともに、公民合同の保育所
職員研修を実施します。

□市内保育関係施設向けに課
題別研修や公開保育の実施及
び小規模保育所等でデリバ
リー講座を実施し保育人材を
育成しました。（研修参加者：区
2,616人市2,332人　公開保育
707人）

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

公立保育所職員研修の参加者数（単位：人）P.11

- 28年度目標 2,800以上 29年度目標 3,000以上

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

各区に３か所設置する「新たな公立保
育所」の役割として、身近な地域の中
で、実践的な知識や保育技術について
民間事業者との共有を図り、支援等を
実施するとともに、公・民合同の研修等
により保育人材を育成します。

「新たな公立保
育所」の推進
（75に再掲）

52

27年度実績 2,830 28年度実績 2,850

27年度目標

15



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

55
「福祉サービス
第三者評価」
等の推進

これまで実施してきた認可保育所にお
ける福祉サービス第三者評価の受審
のさらなる促進を図るとともに、地域型
保育事業（家庭的保育、小規模保育、
事業所内保育、居宅訪問型保育）にお
ける評価（自己評価・外部評価）の仕組
みを検討し、評価の実施や結果の公表
の促進に努めます。

□事業者や利用者以外の公
正・中立な第三者機関が調査
を行い、事業者の提供する保
育サービスを専門的かつ客観
的な立場から総合的に評価す
ることで、問題点等を把握し、
保育サービスの質の向上を図
ります。また、利用者の適切な
サービス選択に資するための
情報として、評価結果を公表し
ます。

□民間保育所23園に対し、第
三者評価の受審助成を行い、
評価結果の公表及び保育サー
ビスの質の向上を図りました。
□地域型保育事業における第
三者評価の実施手法について
整理を行い、平成29年度から
受審が進むよう周知を図りまし
た。

□保育所、地域型保育事業、
幼保連携型認定こども園等の
指導監査を実施し、保育の質
の向上に努めます。

■保育所、地域型保育事業、
幼保連携型認定こども園等331
施設に対し実地または書面に
よる指導監査を実施し、保育の
質の向上に努めました。

保育所、地域型保育事業、幼
保連携型認定こども園につい
て、監査基準を作成し、実地ま
たは書面による指導監査を年
１回以上、実施しました。また、
施設数の増加や多様な運営主
体の参画等に対応するため
に、安定的かつ継続的な運営
の確保に向け、監査体制の充
実を図りました。

54
指導監査の充
実

新たに創設された地域型保育事業（家
庭的保育、小規模保育、事業所内保
育、居宅訪問型保育）についても、認可
保育所と同様に、指導監査の項目を検
討するとともに、年１回以上の指導監
査を実施し、保育の質の向上に努めま
す。また、認可外保育施設等について
も、立入による指導監督の充実を図り、
保育の質の向上に努めます。

□各年度における評価の受審
促進や結果の公表を適正に行
い、利用者への情報提供及び
保育の質の向上に取り組みま
した。

　・平成27年度実施園…32園
　・平成28年度実施園…23園

□保育士確保策として、「かな
がわ保育士・保育所支援セン
ター」を活用したマッチング事
業のほか、本市独自の就職相
談会やセミナー等の実施によ
り、潜在保育士や指定保育士
養成施設の学生を対象とした
確保対策を積極的に推進しま
す。
　また、新たな取組として保育
士宿舎借り上げ事業の実施を
検討するとともに、認可外保育
施設職員等の資格取得に向け
た費用補助や直前対策講座の
実施などの支援を行います。

■保育士確保策として、当初
予定していた事業のほか、国
の補正予算を活用し、宿泊型
研修やトライアル雇用の実施、
保育体験バスツアーを拡充す
るなど、より積極的な取組を推
進し、多くの就職等に結びつけ
ることができました。（就職者数
等：50人）（各種事業参加人数：
420人）（資格取得支援補助者
数：11人）
　また、平成28年度からの保育
士宿舎借り上げ支援事業の実
施に向けた検討を進めました。

□保育士確保策として、「かな
がわ保育士・保育所支援セン
ター」との連携による潜在保育
士確保策の推進のほか、本市
独自の就職相談会やセミナー
等の実施により、潜在保育士
や指定保育士養成施設の学生
を対象とした確保対策を積極
的に推進します。また、保育士
宿舎借り上げ支援事業を実施
するとともに、認可外保育施設
職員等の資格取得に向けた支
援を行います。

■「かながわ保育士・保育所支
援センター」によるマッチング
や、保育士就職相談会、保育
体験バスツアー等に加え、新た
に開始した保育士修学資金貸
付制度も多くの利用実績があ
り、これらの取組を通じて、多く
の就職等に結びつけることが
できました。（保育士・保育所支
援センターのマッチング支援に
よる就職人数：26人）
（就職相談会参加者：969人）
（バスツアー、就職セミナー等
の参加者：677人）（修学資金貸
付利用者：43人）（採用又は内
定者総数：141人）
　また、保育士宿舎借り上げ支
援事業により、保育士の定着
促進及び新規採用の促進を図
ることができました。（補助対象
者：374人）

「かながわ保育士・保育所支援
センター」との連携による潜在
保育士等の就職マッチングに
加え、市独自開催又は指定保
育士養成施設と連携した就職
相談会や保育体験バスツアー
等を積極的に行い、保育事業
者と求職者とのマッチングを推
進しました。平成28年度から
は、保育士宿舎借り上げ支援
事業、保育士修学資金貸付等
事業を新たに開始しました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

①保育士就職相談会等の参加者数（単位：人）P.11
②保育士宿舎借り上げ支援事業における補助者数（単位：人）P.11

27年度目標
①-
②-

28年度目標
①180以上
②300

29年度目標
①1,500以上
②300

56
保育士確保事
業の推進と人
材育成

Ⅱ

保育士確保にあたっては、県内の自治
体と共同運営する「かながわ保育士・
保育所支援センター」や保育士養成施
設との連携を強化し、就職相談会や就
職支援セミナーを開催します。特に、潜
在保育士に対しては、保育現場から離
れている不安を解消するため、保育所
での実習等の実践的な研修の機会を
提供し、円滑な再就職を支援します。
また、地域型保育事業や認可外保育
施設に勤務する保育従事者に対して
も、研修の機会を提供するとともに、保
育士資格取得支援の充実を図り、認可
保育所や小規模保育事業への移行を

支援します。

27年度実績
①144
②-

28年度実績
①1,283
②374

Ⅰ
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

57
働きやすい職
場環境づくりの
推進

保育士の安定雇用や離職防止のた
め、職員の処遇改善等さらなる労働環
境の改善を進めていきます。

□保育士の安定雇用や離職防
止のため、職員の処遇改善等
さらなる労働環境の改善を進
めていきます。

□国の保育士等処遇改善事業
の活用及び市の給付費の加算
により、保育士の処遇の向上
を支援しました。

□公定価格上の給与改善を実
施したほか、市加配保育士分
について、市独自の処遇改善
を行うことにより、公定価格と
同程度の給与改善を行いまし
た。

Ⅲ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

58
障害児保育の
推進

小学校への円滑な接続を視野に入れ、
保護者や関係機関と連携し、一人ひと
りの子どもの特性に合わせた支援がで
きるよう保育体制の充実を図るととも
に、本市が独自で実施する発達相談・
巡回相談事業の積極的な活用を促しま
す。
また、医療的ケアが必要な子どもの受
入れについて検討し、そのための人材
育成を進めていきます。

□保護者や関係機関と連携
し、保育体制の充実を図るとと
もに、発達相談・巡回相談事業
の積極的な活用を促進します。
医療的ケアの必要な子どもの
受け入れ体制の整備を行い、
各区センター園で受け入れを
開始します。

□保護者や関係機関と連携
し、一人一人の子どもの特性に
合わせた支援ができるよう、発
達相談支援コーディネーター等
が中心になり保育体制の充実
を図りました。発達相談（136
件）巡回相談（28件）実施しまし
た。
医療的ケアを必要とする子ども
の受け入れは2か所のセンター
園で実施しました。

59
延長保育事業
の拡充と実施
内容の充実

民間保育所や認定こども園の新設等に
併せて、延長保育事業の実施施設の

拡充を図ります。
また、保育所の延長保育時間の区分を
現行の１時間単位から30分単位に細
分化し、きめ細やかな対応が図られる
ようにするとともに、土曜日においても
延長保育の実施の促進が図られるよう

取組を進めます。

□多様な保育ニーズに的確に
対応するため、延長、一時、休
日保育事業の拡充に努めま
す。また、病児・病後児保育事
業については、関係団体等と
連携し、未整備区域への整備
を進めます。

■新設の認可保育所では、す
べての園において、20時まで
の長時間延長保育を実施する
とともに、一時保育の実施園を
4園拡充し、62園としました。ま
た、平成27年度に病児・病後児
施設として市内５か所目となる
「エンゼル宮前」を運営開始す
るとともに、平成28年度からの
川崎区における病児施設の運
営開始に向けて整備を進めま
した。

□多様な保育ニーズに的確に
対応するため、延長保育事業
を拡充します。

■保育所296か所、認定こども
園3か所、小規模保育事業所
等16か所の合計315か所で延
長保育事業を実施し、月間の
利用数は、昨年度から400人増
の8,552人の実利用がありまし
た。また、新設の認可保育所で
は、すべての園において、20時
までの長時間延長保育を実施
し、延長保育事業の拡充を進
めました。

□新設の認可保育所全園にお
いて、20時までの長時間延長
保育を実施したほか、延長保
育時間の細分化、延長保育の
土曜日実施の促進を図りまし
た。

　・平成27年度実施園…281園
　　平成27年度利用人数…
8,152人
　・平成28年度実施園…315園
　　平成28年度利用人数…
8,552人

□小学校への円滑な接続を視
野に入れ、保護者や関係機関
との連携の取組を推進するとと
もに、発達相談・巡回相談事業
を積極的に活用し、インクルー
シブ保育を実施しました。
課題等を整理し医療的ケアが
必要な子どもの受入れ体制の
整備を進めました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

延長保育事業の月間実利用人数（人）P.39

27年度目標 9,231 28年度目標 9,807 29年度目標 10,731

27年度実績 8,152 28年度実績 8,552
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

61
休日保育事業
の拡充

休日保育事業を行う施設の未整備区
域への整備を進めるとともに、利用者
が増え、ますます利用ニーズが見込ま
れる区域の実施施設の定員増を図りま
す。

□休日保育事業を継続実施
し、日曜・祝日に勤務などをす
る必要のある保護者の保育を
支援します。

□多様化する就労形態に伴う
保育ニーズに応えるため、市
内6か所において、休日保育事
業を実施し、年間延べ2,720人
の利用がありました。

□多様な保育ニーズに的確に
対応するため、一時保育を拡
充します。

■一時保育の実施園を8園拡
充し、合計70園で実施の上、年
間延べ利用人数は昨年度実績
から2,764人増の115,746人の
利用がありました。また、基幹
型一時保育の推進により、一
時保育事業の実施日及び実施
時間の拡大を図りました。

□一時保育の実施園を拡大し
た上、一時保育の時間の延長
や少人数制一時保育の実施を
図りました。

　・平成27年度実施園…62園
　　平成27年度利用人数…
112,982人
　・平成28年度実施園…70園
　　平成28年度利用人数…
115,746人

□休日保育事業の実施要件を
明確化するとともに、利用料等
の整理を行いました。また、増
加する休日保育ニーズに応え
るための定員増に努めました。

・平成27年度実施園…6園
　平成27年度年間延べ利用人
数…2,646人
・平成28年度実施園…6園
　平成28年度年間延べ利用人
数…2,720人

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

□多様な保育ニーズに的確に
対応するため、未整備区域へ
の病児保育の整備を行い、病
児・病後児保育を拡充します。

■未整備区域であった川崎区
において、平成28年4月に病児
保育施設を開設し、麻生区に
おいても、平成29年4月に向け
た開設準備を進め、全7区域内
において、病児・病後児保育施
設の整備を完了する予定で
す。

□川崎市医師会と連携し、未
整備区域への整備を進め、市
民への利便性を図ることができ
ました。
【開設区】
・平成27年度　宮前区
・平成28年度　川崎区

27年度実績
①6,051
②5

28年度実績

Ⅱ

115,746

27年度目標 116,085 28年度目標 139,871 29年度目標 142,247

①6,984
②6

①病児・病後児保育事業延べ利用人数（単位：件）P.37
②病児・病後児保育の施設数（単位：か所）P.11

27年度目標
①8,329
②-

28年度目標
①8,882
②6

29年度目標
①9,406
②7

保育所における一時預かり事業の延べ利用人数（人）P.43

27年度実績 112,982 28年度実績

民間保育所や認定こども園の新設、公
立保育所の民営化、川崎認定保育園
の認可化等に併せて、一時預かり事業
の実施施設の拡充を図ります。また、
一時預かり事業の土曜日の実施や保
育時間の延長等が図られるよう「基幹
型一時預かり」の実施を推進するととも
に、小規模保育事業等における「少人
数制一時預かり（時間預かり）」の事業
化を推進します。

一時預かり事
業の拡充と実
施内容の充実

60

62
病児・病後児
保育事業の拡

充

川崎市医師会と連携し、未整備区域へ
の整備を進めるとともに、既存の病後
児保育施設での病児保育の事業化を

検討します。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

63
夜間・年末保
育事業の推進

現在、市内１か所で行っている夜間保
育事業や各区で公立保育所が行って
いる年末保育事業についても、引き続
き利用ニーズがあることから、事業を継
続実施します。

□現在、市内１か所で行ってい
る夜間保育事業や各区で公立
保育所が行っている年末保育
事業についても、引き続き利用
ニーズがあることから、事業を
継続実施します。（保育課）
□年末保育事業については、
各区１か所の公立保育所で実
施しましす。（運営管理課）

□多様化する就労形態に伴う
保育ニーズに応えるため、市
内1か所において、22時までの
預りと各区1か所ずつにおいて
年末保育を行い、保護者の就
労と育児の両立を支援しまし
た。（保育課）
□年末保育事業については、
各区１か所の公立保育所で実
施し、１２月２９日～３１日の３
日間で、延べ３２０名の利用が
ありました。（運営管理課）

□夜間・年末保育事業を継続
実施しました。（保育課）
□年末保育事業については、
利用ニーズを踏まえて、これま
での認可保育所利用者の他
に、地域型保育事業、おなかま
保育室及び川崎認定保育園
（助成対象）利用者も対象に追
加しました。（運営管理課）

65

多様な保育
サービスの利
用料金のあり
方の検討

延長保育、一時保育、年末保育及び病
児・病後児保育事業の利用における受
益と負担の適正化に向けた検討を行い
ます。

□延長保育ニーズへのきめ細
やかな対応を図るため、延長
保育時間及び延長保育料の細
分化を検討します。

■延長保育の料金区分を従来
の1時間単位から30分単位に
変更することで、延長保育料を
細分化するとともに、補食代を
別途徴収とすることで、多様な
延長保育ニーズへのきめ細や
かな対応と、料金の適正化を
図りました。

□一時保育、病児保育の料金
体系の改定を検討します。

■一時保育について、非定型
及び緊急一時保育の料金体系
を統一した上、年齢区分別に
するとともに、３子同時利用の
場合における３子目の利用料
金を免除としました。
■病児保育について、非保護
世帯、市民税非課税世帯以外
の世帯における利用料金を改
定しました。

延長保育、一時保育、病児保
育の利用料金を見直すことで、
多様な保育サービスへのきめ
細やかな対応と、受益と負担
の適正化を図りました。

□保育所等の利用における受
益と負担の適正化を図るため、
保育所等の保育料金額表の改
定を行いました。

64
認可保育所等
の保育料負担
割合の適正化

保育所、認定こども園、小規模保育事
業等の施設種別に応じた保育料負担
割合の適正化を図ります。

□保育所等の利用における受
益と負担の適正化を図るため、
認可施設（保育所・認定こども
園・小規模事業）等の保育料負
担割合の適正化を検討しま
す。

■近隣他都市の状況などを踏
まえ、「川崎市保育所、認定こ
ども園（2号、3号）、小規模保育
（Ａ型）、事業所内保育（保育所
型）保育料金額表」、「川崎市
小規模保育（Ｂ型、Ｃ型）、家庭
的保育、事業所内保育（小規
模型）保育料金額表」につい
て、全27階層において、第２子
保育料を基本保育料(第1子)の
50％とすることや、満３歳以上
児の基本保育料の一部階層の
増額と間差額の一定程度の平
準化を検討し、平成28年度予
算案において公表、平成28年9
月から実施することとしました。

□保育所等の利用における受
益と負担の適正化を図るため、
保育所等の保育料金額表の改
定を行います。

■川崎市保育所、認定こども
園（2号、3号）、小規模保育（Ａ
型）、事業所内保育（保育所
型）保育料金額表」、「川崎市
小規模保育（Ｂ型、Ｃ型）、家庭
的保育、事業所内保育（小規
模型）保育料金額表」につい
て、全27階層において、第2子
保育料を基本保育料(第1子)の
50％とすることや、満3歳以上
児の基本保育料の一部階層の
増額と間差額の一定程度の平
準化を平成28年9月から実施し
ました。

□待機児童対策の一環として
位置付けられ、本市独自の認
可外保育施設である川崎認定
保育園の保育料について、保
護者に対し補助金を直接交
付、認可保育所利用者との負
担の差の緩和を図ります。

□川崎認定保育園に在園させ
ている保護者に対し、半年に一
度補助金を直接交付し、保育
料の負担軽減を図りました（補
助対象数　4,171人）

本市独自の認可外保育事業に
おける保育料について、保護
者あてに補助金を直接交付
し、認可保育所利用者との負
担の差の緩和を図りました。

66
川崎認定保育
園の保育料負
担の軽減

本市独自の認可外保育事業における
保育料について、認可保育所利用者と
の負担の差の緩和を図ります。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
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平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

67
収納率向上の
取組

保育料の口座振替を推奨するととも
に、納付書の取扱いについて、金融機
関に加えコンビニエンスストアでも可能
にし、利便性の向上を図ります。

□保育料の口座振替を推奨し
ます。

□引き続き保育料の口座振替
を推奨しました。

□保育料の口座振替を推奨し
ました。また、従来の金融機関
に加え、コンビニエンスストアで
も収納を可能とし、利便性の向
上につなげました。

69

区役所におけ
る保育資源等
の情報収集と
ニーズに応じ
た情報提供、
相談・コーディ
ネート機能の
充実

多様化する子育て家庭のニーズに的
確に対応するため、地域における教
育・保育施設（保育所、認定こども園、
幼稚園）や地域型保育事業（小規模保
育、家庭的保育等）、川崎認定保育園
等の情報を収集・蓄積し、利用者ニー
ズに応じた施設・事業等の情報提供を
行うなど、利用申請前から入所保留と
なった後まで、利用者の視点に立った
切れ目のない相談・コーディネート機能
を充実していきます。
また、情報提供にあたっては、区役所
窓口においてタブレット端末を活用した
効果的な対応を図るとともに、保護者
等が自ら希望する施設・事業等を選択
できるよう、ホームページの活用や「子
育てガイドブック」等を作成するなど、き
め細やかな支援を実施していきます。

68
滞納対策の強
化

電話催告や納付面談を実施するととも
に、専門的な知識を持つ経験者等の助
言を得て、法令の規定による滞納処分
を行います。

□滞納長期化を防止するた
め、保育料収納対策の取組を
強化します。

□現年度滞納者に対しては、
従来からの督促状、催告書の
送付を徹底するとともに、電話
連絡（催告）や納付指導等の強
化を進めました。
□累積滞納者に対しては、文
書催告、電話催告に継続的に
取り組み、夏冬の賞与前に最
終催告を実施し、納付意思が
確認されない場合には、差押
えを実施し、滞納処分を進めま
した。

□滞納長期化を防止するた
め、保育料収納対策の取組を
強化しました。
□納付意思が確認できない累
積対象者に対しては、差押えを
実施し、滞納処分を進めまし
た。

□多様化する子育て家庭の
ニーズに的確に対応するた
め、保育園等の情報を収集・蓄
積し、利用者ニーズに応じた施
設・事業等の情報提供を行うな
ど、利用申請前から入所保留
となった後まで、利用者の視点
に立った切れ目のない相談・
コーディネート機能を充実して
いきます。
　また、情報提供にあたって
は、区役所窓口においてタブ
レット端末を活用した効果的な
対応を図るとともに、保護者等
が自ら希望する施設・事業等を
選択できるよう、ホームページ
の活用や「子育てガイドブック」
等を作成するなど、きめ細やか
な支援を実施していきます。

■市及び各区において「子育
てガイドブック」や「子どもの預
け先をどうやって探したらよい
の？」等を作成するとともに市
ホームページの認可外保育施
設の空き情報を定期的に更新
するなど情報発信をしました。
　また、利用案内説明会や相
談会を開催しました。（開催回
数：284回、参加人数：2,370人
7区合計）
　さらに、平日夜間及び土曜日
の窓口開設し、平日の日中に
区役所へ来庁できない方へ利
用相談を実施しました。（12日
間、相談件数：延べ131件）

多様化する子育て家庭のニー
ズに的確に対応するため、市
及び各区において、保育所等
の利用申請前からアフターフォ
ローに至るまで、きめ細やかな
相談・支援を実施しました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

71
小規模保育事
業所の整備
（45の再掲）

小規模保育事業所については、面積的
に認可保育所の整備が困難な既成市
街地においても重点的で柔軟な整備が
しやすいことから、保育需要の高い市
街地等に指定する緊急整備地区を中
心に、効果的な整備を推進していきま
す。

□待機児童解消の継続に向
け、高まる保育需要に適切に
対応するため、保育需要の高
い市街地等に指定する緊急整
備地区を中心に、効果的な整
備を推進します。

■平成29年4月に向けて、認可
保育所の整備により1,320人、
公立保育所の民営化により45
人、既存保育所の増改築によ
り25人、小規模保育事業所の
整備により110人の合計1,500
人の入所枠を拡大し、当初計
画を上回る定員枠を確保しまし
た。

市内52か所の認可保育所の整
備等により2,845人、市内10か
所の小規模保育事業所の整備
により182人の合計3,027人の
入所枠を確保し、当初計画を
上回る定員枠を確保した結果、
平成29年4月に待機児童を解
消しました。

市内52か所の認可保育所の整
備等により2,845人、市内10か
所の小規模保育事業所の整備
により182人の合計3,027人の
入所枠を確保し、当初計画を
上回る定員枠を確保した結果、
平成29年4月に待機児童を解
消しました。

70

重点整備箇所
への認可保育
所の整備
（44の再掲）

認可保育所の整備は、待機児童解消
への期待感により新たに掘り起こされ
る保育需要や、引き続き大規模住宅開
発等により保育需要の急増が見込ま
れる地域の状況を見極め、必要とされ
る場所に的確かつ効果的に整備を行
い、待機児童解消の継続を図っていき
ます。
整備地域の選定にあたっては、教育・
保育施設（保育所、認定こども園、幼稚
園）や地域型保育事業（小規模保育、
家庭的保育等）、川崎認定保育園等の
入所や空き状況、入所保留者の地域
（町丁）別、児童年齢別、ランク別件数
等の把握・分析を行い、保育需要が見
込まれる重点整備地域の絞り込みを行
います。また、保育所等に適した物件
の掘り起こしが課題となっていることか
ら、保育所等の整備に向けては、区役
所とこども本部が連携しながら、対応を
図ります。

□待機児童解消の継続に向
け、高まる保育需要に適切に
対応するため、多様な整備手
法を用いて、必要な場所に必
要な量の整備を推進します。

■平成28年4月に向けて、認可
保育所の整備により1,380人、
公立保育所の民営化により75
人、小規模保育事業所の整備
により72人の合計1,527人の入
所枠を拡大し、当初計画を上
回る定員枠を確保しました。

□待機児童解消の継続に向
け、高まる保育需要に適切に
対応するため、多様な整備手
法を用いて、必要な場所に必
要な量の整備を推進します。

■平成29年4月に向けて、認可
保育所の整備により1,320人、
公立保育所の民営化により45
人、既存保育所の増改築によ
り25人、小規模保育事業所の
整備により110人の合計1,500
人の入所枠を拡大し、当初計
画を上回る定員枠を確保しまし
た。

□「横浜市と川崎市との待機児
童対策に関する連携協定」に
基づき、保育需要が双方に補
完し合える土地等に、保育所
の共同整備を進めます。

■横浜市との連携協定に基づ
き、保育所の共同整備を実施
し、平成29年4月に「尻手すきっ
ぷ保育園」（定員59人）を開所
しました。

「横浜市と川崎市との待機児童
対策に関する協定」に基づき、
本市と横浜市との市境にある
市有地や国有地、民有地等を
活用しながら、市境周辺におけ
る保育需要を双方に補完し合
える土地等に、保育所等の共
同整備を進めました。

72

横浜市との協
定に基づく認
可保育所の共
同整備
（46の再掲）

「横浜市と川崎市との待機児童対策に
関する連携協定」（2014(平成26)年10
月27日締結）に基づき、本市と横浜市
との市境にある市有地や国有地、民有
地等を活用しながら、市境周辺におけ
る保育需要を双方に補完し合える土地
等に、保育所等の共同整備を進めてい
きます。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
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Ⅴ．事業廃止
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Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
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Ⅴ．事業廃止
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

73

川崎認定保育
園における受
入枠の確保
（47の再掲）

本市独自の認可外保育事業である川
崎認定保育園については、一定の受入
枠を継続して確保するとともに、保護者
の保育料負担軽減を実施します。

□待機児童対策として、本市
独自の認可外保育施策とし
て、「川崎認定保育園」の制度
を実施するとともに、施設の認
可化や小規模保育事業への移
行を促進します。また、園児の
保護者に対し、保育料の一部
を助成し、経済的負担の軽減
を図ります。

■平成29年4月に向けて、本市
独自の待機児童対策として推
進する川崎認定保育園からの
認可化及び小規模保育事業へ
の移行(実施園：8園）を進めま
した(川崎認定保育園利用児童
数：4,360人）。また、川崎認定
保育園に園児を通わせる保護
者に対して、保育料補助を実
施しました(助成児童数：5,077
人)。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

74

保育士確保事
業の推進と人
材育成
（56の再掲）

保育士確保にあたっては、県内の自治
体と共同運営する「かながわ保育士・
保育所支援センター」や保育士養成施
設との連携を強化し、就職相談会や就
職支援セミナーを開催します。特に、潜
在保育士に対しては、保育現場から離
れている不安を解消するため、保育所
での実習等の実践的な研修の機会を
提供し、円滑な再就職を支援します。
また、地域型保育事業や認可外保育
施設に勤務する保育従事者に対して
も、研修の機会を提供するとともに、保
育士資格取得支援の充実を図り、認可
保育所や小規模保育事業への移行を
支援します。

□「かながわ保育士・保育所支
援センター」との連携による潜
在保育士確保策の推進のほ
か、本市独自の就職相談会や
セミナー等の実施により、潜在
保育士や指定保育士養成施設
の学生を対象とした確保対策
を積極的に推進します。
　また、保育士宿舎借り上げ支
援事業を実施するとともに、認
可外保育施設職員等の資格取
得に向けた支援を行います。

■「かながわ保育士・保育所支
援センター」によるマッチング
や、保育士就職相談会、保育
体験バスツアー等に加え、新た
に開始した保育士修学資金貸
付制度も多くの利用実績があ
り、これらの取組を通じて、多く
の就職等に結びつけることが
できました。
（保育士・保育所支援センター
のマッチング支援による就職人
数：26人）
（就職相談会参加者：969人）
（バスツアー、就職セミナー等
の参加者：677人）（修学資金貸
付利用者：43人）（採用又は内
定者総数：141人）
　また、保育士宿舎借り上げ支
援事業により、保育士の定着
促進及び新規採用の促進を図
ることができました。
（補助対象者：374人）

「かながわ保育士・保育所支援
センター」との連携による潜在
保育士等の就職マッチングに
加え、市独自開催又は指定保
育士養成施設と連携した就職
相談会や保育体験バスツアー
等を積極的に行い、保育事業
者と求職者とのマッチングを推
進しました。平成28年度から
は、保育士宿舎借り上げ支援
事業、保育士修学資金貸付等
事業を新たに開始しました。

□待機児童対策として、本市
独自の認可外保育施策である
川崎認定保育園の認可化及び
小規模保育事業への移行を促
進するとともに、川崎認定保育
園に在園させている保護者に
対して保育料補助を実施し、経
済的負担の軽減を図りました。
【移行数】
＊平成27年度
・認可化　　　　　　　　　　　4件
・小規模保育事業へ移行
　　　　　　　　　　　　　　　　 4件
＊平成28年度
・認可化　　　　　　　　　　　5件
・小規模保育事業へ移行
　　　　　　　　　　　　　　　　 3件

□「新たな公立保育所」におい
て、実践的な知識や保育技術
を民間事業者と共有し支援す
るとともに、公民合同の保育所
職員研修を実施します。

□市内保育関係施設向けに課
題別研修や公開保育の実施及
び小規模保育所等でデリバ
リー講座を実施し保育人材を
育成しました。（研修参加者：区
2,616人市2,332人　公開保育
707人）

□「新たな公立保育所」の役割
として、身近な地域の中で、実
践的な知識や保育技術につい
て民間事業者との共有を図り、
支援等を実施するとともに、
公・民合同の研修等により保育
人材を育成しました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

75
「新たな公立保
育所」の推進
（52の再掲）

各区に３か所設置する「新たな公立保
育所」の役割として、身近な地域の中
で、実践的な知識や保育技術について
民間事業者との共有を図り、支援等を
実施するとともに、公・民合同の研修等
により保育人材を育成します。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

22



「川崎市子ども・子育て支援事業計画　中間評価　整理表」 基本目標４　親と子が健やかに暮らせる社会づくり

●　平成２７、２８年度の主な取組の実施結果と中間年度における進捗状況

主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果

■特定不妊治療費の助成を実
施するとともに、川崎市看護協
会に委託し、不妊や不育症に
悩んでいる方を対象に無料相
談を行う不妊・不育専門相談セ
ンターを実施しました。（特定不
妊治療費助成延べ件数：2,222
件、来所相談者数：38名）

No 事業名 平成31年度までの主な取組
平成27年度 平成28年度

平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

78

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

77
母子保健指導
事業

母子健康手帳交付時における妊娠・出
産・育児に関する相談支援や情報提供
の充実を図り、母性の保護及び乳幼児
の健康の保持・増進を図ります。

□妊娠・出産・育児のスタートと
なる母子健康手帳の交付時に
保健師等の専門職による全数
面接を行うとともに、妊娠期か
ら産後、新生児期から乳幼児
期までの相談支援や情報提供
を行うなど、親と子の健康づくり
を進めます。

■各区保健福祉センターにお
いて、母子健康手帳を交付す
るとともに、保健師等の専門職
による情報提供・相談などの面
接を実施しました。（母子健康
手帳交付人数：16,408人）

□妊娠・出産・育児のスタートと
なる母子健康手帳の交付時に
保健師等の専門職による全数
面接を行うとともに、妊娠期か
ら産後、新生児期から乳幼児
期までの相談支援や情報提供
を行うなど、親と子の健康づくり
を進めます。

■各区保健福祉センターにお
いて、母子健康手帳を交付す
るとともに、保健師等の専門職
による情報提供・相談などの面
接を実施しました。（母子健康
手帳交付人数：15,579人）

母子健康手帳交付時における
妊娠・出産・育児に関する相談
支援や情報提供の充実を図
り、母性の保護及び乳幼児の
健康の保持・増進を推進しまし
た。

特定不妊治療を受ける夫婦が
安心して治療を受けられるよ
う、経済的負担や精神的負担
の軽減を推進しました。

76
特定不妊治療
助成事業

特定不妊治療を受ける夫婦が安心して
治療を受けられるよう、経済的負担や
精神的負担の軽減を図ります。

□特定不妊治療費を助成しま
す。また川崎市看護協会に委
託し、不妊や不育症に悩んで
いる方を対象に無料相談を行
う不妊・不育専門相談センター
を実施します。

妊婦健康診査
事業

母子ともに安心・安全な出産を迎える
ため、妊娠中に必要な健康診査を受診
できるよう費用の助成を行います。ま
た、妊婦健診を通じた支援の充実を図
るため、産婦人科医療機関との連携を
強化するとともに、母子保健情報シス
テムを導入し、健診未受診者への対応

を強化します。

Ⅱ

母子ともに安心・安全な出産を
迎えるため、妊娠中に必要な
健康診査を受診できるよう費用
の助成を行うとともに、妊婦健
診を通じた支援の充実を図る
ため、産婦人科医療機関との
連携強化を推進しました。

□母子ともに安心・安全な出産
を迎えるため、妊娠中に必要な
健康診査の費用の助成を行う
とともに、子どもの成長や家庭
の育児等の状況を把握した母
子保健情報を効率的かつ効果
的に活用するため、「母子保健
情報システム」を導入します。

■妊娠期の異常の早期発見・
早期治療を促進するとともに、
妊婦及び胎児の健康管理の向
上を図るために、母子手帳交
付時に妊婦健康診査補助券を
交付し、健診費用を助成しまし
た。（妊婦健康診査補助券利
用件数：179,638件）また、平成
28年４月から「母子保健情報シ
ステム」を導入し、健診未受診
者への対応を強化しました。

①妊婦健康診査の延べ受診回数（単位：回）P.33
②妊産婦健康診査の費用の一部助成の数（単位：件）P.14

27年度目標
①172,545
②-

28年度目標
①168,883

②186,600以上
29年度目標

①165,471
②186,600以上

27年度実績
①185,907
②185,907

28年度実績
①179,638
②179,638

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

■市内在住の生後4か月未満
の乳児とその母親を対象に、
市内の助産所に宿泊して助産
師のケアをを受ける「宿泊型」
と、自宅でケアを受ける「訪問
型」の産後ケア事業を実施しま
した。（延べ利用件数：643件
（宿泊）、424件（訪問））

□産前・産後の妊産婦からの
電話相談等に対応するととも
に、育児知識の普及や個別相
談、さらには、出産後に不安定
になりやすい時期の母子への
心身のケアを行う産後ケア事
業などを実施します。

■市内在住の生後4か月未満
の乳児とその母親を対象に、
市内の助産所に宿泊して助産
師のケアを受ける「宿泊型」と、
自宅でケアを受ける「訪問型」
の産後ケア事業を実施しまし
た。（延べ利用件数：154件（宿
泊）、233件（訪問））

80
周産期医療
ネットワークの
推進

産科医療機関と助産所も含めた周産
期医療ネットワークを推進し、総合周産
期母子医療センターや地域周産期母
子医療センターの運営を支援します。

□周産期救急医療体制の安定
した運営を確保するため、総合
周産期母子医療センターや地
域周産期母子医療センターの
運営を支援します。

■県域の産科医療機関の救急
医療の連携体制である神奈川
県周産期救急医療システムと
連携して、総合周産期母子医
療センターや地域周産期母子
医療センターが、市民の安全・
安心な出産を確保しました。

総合周産期母子医療センター
や地域周産期母子医療セン
ターの運営を支援し、市民の安
全・安心な出産を確保しまし
た。

出産直後の不安定になりやす
い母子への心身のケアを行う
とともに産婦人科医療機関との
連携強化を図ることで、育児不
安を早期に軽減し、児童虐待
の未然防止を推進しました。

□産前・産後の妊産婦からの
電話相談等に対応するととも
に、育児知識の普及や個別相
談、さらには、出産後に不安定
になりやすい時期の母子への
心身のケアを行う産後ケア事
業などを実施します。

81
産前・産後ヘ
ルパー派遣事
業

母親の出産前後における体調不良等
のため、育児または家事を行うことが
困難な家庭にヘルパーを派遣し、育
児・家事援助を行い、子育て家庭の負
担の軽減を図ります。

□乳幼児家庭全戸訪問の個別
支援を強化します。

■訪問指導員（保健師・助産
師・看護師）が伺い、赤ちゃん
の体重測定、親子の健康状態
の把握や育児相談を行う「新生
児訪問」を実施するとともに、
地域とのつながりをつくるた
め、地域の方が訪問員として伺
い、身近な子育て情報等をお
届けする「こんにちは赤ちゃん
訪問」事業を実施しました。(訪
問数：13,299件）

□母親の出産前後における体
調不良等のため、育児または
家事を行うことが困難な家庭に
ヘルパーを派遣し、育児・家事
援助を行い、子育て家庭の負
担の軽減を図ります。

■母親の出産前後における体
調不良等のため、育児または
家事を行うことが困難な家庭に
ヘルパーを派遣し、育児・家事
援助を行い、子育て家庭の負
担の軽減を図りました。（利用
延べ件数：1,753件）

母親の出産前後における体調
不良等のため、育児または家
事を行うことが困難な家庭にヘ
ルパーを派遣し、育児・家事援
助を行い、子育て家庭の負担
の軽減を推進しました。

親子が地域で孤立せずに安心
して育児できるよう「こんにちは
赤ちゃん事業」等の充実を図る
とともに、生後4か月までの乳
児家庭の全戸訪問を推進しま
した。

産後ケア事業の利用者数（単位：件）P.14

27年度目標 - 28年度目標 905以上 29年度目標 905以上

27年度実績 1,067 28年度実績 942

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

79
妊娠・出産包
括支援事業

産後ケア事業を本格的に実施し、出産
直後の不安定になりやすい母子への
心身のケアを行うとともに産婦人科医
療機関との連携強化を図ることで、育
児不安を早期に軽減し、児童虐待の未

然防止を推進します。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

乳幼児家庭全戸訪問件数（単位：件）P.34

27年度目標 13,959 28年度目標 13,663 29年度目標 13,387

27年度実績 13,847 28年度実績 13,299

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

親子が地域で孤立せずに安心して育
児できるよう、乳児家庭を地域の訪問
員等が訪問し、地域の子育て支援情報
の提供等を行う「こんにちは赤ちゃん事
業」等の充実を図るとともに、生後4か
月までの乳児家庭の全戸訪問を目指し
ます。

乳児家庭全戸
訪問事業

82
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

84
小児慢性特定
疾病医療費助
成事業

小児慢性特定疾病医療費を助成する
とともに、慢性的な疾病を抱える子ども
の健全育成や自立相談を行い、子ども
とその家族を支援します。

□慢性的な疾病を抱える子ど
もに対して、健全育成の観点
から、患児家庭の医療費の負
担軽減 を図るため、その医療
費の自己負担分の一部を助成
します。

■18歳未満の児童が、小児が
んなどの国が対象とする疾患
で、小児慢性特定疾病医療機
関において健康保険の対象と
なる治療を受ける際に、その自
己負担額の一部を助成しまし
た。（助成延べ件数：12,163件）

小児慢性特定疾病医療費を助
成するとともに、慢性的な疾病
を抱える子どもの健全育成や
自立相談を行い、子どもとその
家族の支援を推進しました。

乳幼児健診の平均受診率（単位：％）P.34

27年度目標 - 28年度目標 - 29年度目標 97.3以上

85
小児救急医療
体制の確保

休日（夜間）急患診療所や小児急病セ
ンターを運営し、小児患者の救急医療
の確保に努めます。

□休日急患診療所（各区１診
療所）や小児急病センター（市
内３箇所）の運営により、小児
の救急医療を確保します。

■休日急患診療所や小児急病
センターを運営し、休日や夜間
において小児の診療を行いま
した。（患者数：12,676人（休日
急患診療所）、22,677人（小児
急病センター））

思春期から妊娠・出産・育児までの切
れ目のない支援の充実を目的として、
学校保健と地域保健との連携の強化を
図り、保健や育児に関する普及啓発を

行います。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

休日急患診療所や小児急病セ
ンターを運営し、休日や夜間に
おける小児の救急医療を確保
しました。

□思春期に特有の心や体の特
徴、性の問題、感染症、喫煙な
どをテーマに小・中・高等学校
に赴き、健康教育を実施しま
す。

■保健師等の専門職が、小・
中・高等学校に赴き、思春期に
特有の心や体の特徴、性の問
題、感染症、喫煙などをテーマ
に健康教育を実施しました。
（参加者数：6,070人）

思春期の男女に対して、母子
保健の知識や男女がともに子
育てを担うことについての意識
啓発を、学校と連携して推進し
ました。

思春期の心と身体の健康教育の参加者数（単位：人）P.14

27年度目標

27年度実績 97.0 28年度実績 95.2

□母子ともに安心・安全な出産
を迎えるため、妊娠中に必要な
健康診査の費用の助成を行う
とともに、子どもの成長や家庭
の育児等の状況を把握した母
子保健情報を効率的かつ効果
的に活用するため、「母子保健
情報システム」の導入を進めま
す。

■妊娠期の異常の早期発見・
早期治療を促進するとともに、
妊婦及び胎児の健康管理の向
上を図るため妊産婦健康診査
費用の一部を助成しました。ま
た、効率的かつ効果的に、子ど
もの成長や家庭の育児等の母
子保健情報を活用するため、
平成28年度からの「母子保健
システム」の導入を進めまし
た。

□乳幼児の健やかな成長発達
を支え、保護者が安心して育
児ができるよう、地域の医療機
関などと連携しながら一貫した
支援を効果的に実施するた
め、乳幼児健康診査の実施方
法を見直します。また、「母子
保健情報システム」を導入し、
未受診者への対応の強化を図
ります。

■乳幼児健康診査の実施方法
を見直すとともに、地域での産
婦人科・小児科等の医療機関
連携を強化しました。また、平
成28年4月から「母子保健情報
システム」を導入し、乳幼児健
康診査を通じて把握された子
育て家庭情報の一元管理によ
り、支援の必要な家庭の早期
発見や支援強化に取り組みま
した。

乳幼児の健やかな成長発達を
支え、保護者が安心して育児
ができるよう、地域の医療機関
などと連携しながら一貫した支
援を効果的に実施するととも
に、母子保健情報システムを
利用して、乳幼児健康診査を
通じた的確な相談支援の充実
や未受診者への対応の強化を
推進しました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

28年度目標 6,300以上 29年度目標 6,300以上

27年度実績 6,989 28年度実績 6,070

□慢性的な疾病を抱える子ど
もに対して、健全育成の観点
から、患児家庭の医療費の負
担軽減を図るため、その医療
費の自己負担分の一部を助成
します。

■18歳未満の児童が、小児が
んなどの国が対象とする疾患
で、小児慢性特定疾病医療機
関において健康保険の対象と
なる治療を受ける際に、その自
己負担額の一部を助成しまし
た。（助成延べ件数：12,277件）

83
乳幼児健康診
査事業

乳幼児の健やかな成長発達を支え、保
護者が安心して育児ができるよう、地
域の医療機関などと連携しながら一貫
した支援を効果的に実施するため、乳
幼児健康診査の実施時期や方法につ
いて検討します。また、母子保健情報
システムを導入して、乳幼児健康診査
を通じた的確な相談支援の充実や未受
診者への対応の強化を図ります。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

-

86
健全母性育成

事業
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

87
キャリア在り方
生き方教育の
推進

将来の社会的自立に必要な能力や態
度を育てていく本教育を、2016(平成28)
年度から全校で実践するため、手引の
配布や研修により、「キャリア在り方生
き方教育」についての理解を深めるとと
もに、指導体制の構築を図ります。ま
た、家庭との連携を意識した「キャリア
在り方生き方教育」の推進を図ります。

地域包括ケアシステムの取組
の中で、こども文化センターを
地域の課題に対応するための
拠点とし、地域による見守りや
多世代交流の促進などの仕組
みづくりをしていくため、「老人
いこいの家」との連携モデル事
業を実施しました。また、こども
文化センター事業のサービス
の質の向上に向けた検討を行
いました。

■市内59か所の「こども文化セ
ンター」（民間児童館を含む）を
運営するとともに、多世代の交
流促進に向け、藤崎・子母口の
2か所において「老人いこいの
家」との連携モデル事業を実施
しました。また、子ども・若者を
取り巻く環境の変化や地域包
括ケアシステムの構築も踏ま
えながら、「こども文化セン
ター」の今後のあり方を検討
し、その結果を反映させるため
に次期指定管理期間を3年間と
しました。

□「こども文化センター」におい
て、子どもの多様な体験や活
動を通じた児童の健全育成を
推進するとともに、本市の社会
状況の変化や子ども・若者が
抱える課題に対応するため、
今後の施設のあり方等を検討
します。

■市内58か所の「こども文化セ
ンター」（民間児童館を含む）運
営をするとともに、多世代の交
流促進に向け、27年度の2か所
から6か所へ対象を拡充し「老
人いこいの家」との連携モデル
事業を実施しました。また、子
ども・若者を取り巻く環境の変
化や地域包括ケアシステムの
構築も踏まえながら、「こども文
化センター」のサービスの充実
に向けた検討をしました。

27年度実績 1,949,735 28年度実績

■平成27年度の推進協力校８
校を中心とした実施・検証・周
知を基に、平成28年度は全市
立学校で実施を開始しました。
また年間3回の担当者説明会・
研修会と、65回の要請訪問研
修を行い、キャリア在り方生き
方教育についての理解を深め
ました。また、実践的な要請訪
問研修を通じて、学校での推
進の体制づくりと全体計画作成
を支援しました。保護者用啓発
リーフレットを作成・配布し、学
校での取組についての理解を
図るとともに家庭や地域での取
組例を紹介しました。

研修会や、平成27年度の推進
協力校の設置とその取組の効
果や課題の周知等を通じて、
学校のキャリア在り方生き方教
育への理解を図り、平成28年
度は全校での実施を開始しま
した。学校の取組を支援するも
のとして、キャリア在り方生き
方ノートを作成し、小学校、中
学校、特別支援学校（小学部・
中学部）に配布しました。

□「こども文化センター」におい
て、子どもの多様な体験や活
動を通じた児童の健全育成を
推進するとともに、本市の社会
状況の変化や子ども・若者が
抱える課題に対応するため、
今後の施設のあり方等を検討
します。

1,884,000以上

□学校でのキャリア在り方生き
方教育の推進を支援する担当
者研修会や学校要請訪問研修
を実施し、系統的・計画的な取
組のための指導体制構築の支
援を図ります。また、保護者用
啓発リーフレットを作成・配布
し、学校の取組への理解を図り
ます。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

88
こども文化セン
ター事業
（21の再掲）

地域の社会資源としておおむね中学校
区に１か所設置されている利便性を活
かした施設の活用のあり方を検討し、
子育て支援、小学生・中学生・高校生
の居場所づくりとともに、乳幼児から高
齢者までの多様な世代が交流しながら
主体的に活動できる地域の拠点とし
て、機能の強化を図ります。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

こども文化センターの利用者数（単位：人）P.14

27年度目標 ― 28年度目標 1,884,000以上 29年度目標

1,914,290

26



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

90
青少年育成連
盟への支援
(23の再掲)

子ども会連盟、ボーイスカウト、ガール
スカウト、海洋少年団で構成されている
川崎市青少年育成連盟の活動を支援
します。また、構成団体が実施する各
種行事等への協力や、ジュニアリー
ダー等の養成を行い、青少年が地域の
中でさまざまな大人に見守られながら
健やかに成長していけるための地域づ
くりを進めます。

□すべての小学生を対象に、
学校や地域との連携を図りな
がら、放課後等に児童が安全・
安心に過ごせる場づくりに向
け、放課後児童健全育成事業
と放課後子供教室を一体的に
行う「わくわくプラザ事業」を実
施するとともに、子育て家庭の
多様なニーズへの対応や利用
者の受益と負担の適正化につ
いて検討を進めます。また、
「放課後児童健全育成事業の
設備及び運営の基準に関する
条例」を踏まえて、わくわくプラ
ザや民間事業者が行う放課後
健全育成事業の適切な運営を
図ります。

■すべての小学生を対象に、
放課後等に児童が安全・安心
に過ごせるよう、市内小学校
113校内で「わくわくプラザ事
業」を実施しました。
また、開所時間の拡充等の市
民ニーズへの対応も踏まえな
がら、「こども文化センター」の
今後のあり方と合わせて、「わ
くわくプラザ事業」の今後のあり
方の検討を進めました。

□すべての小学生を対象に、
学校や地域との連携を図りな
がら、放課後等に児童が安全・
安心に過ごせる場づくりに向
け、放課後児童健全育成事業
と放課後子供教室を一体的に
行う「わくわくプラザ事業」を実
施するとともに、子育て家庭の
多様なニーズへの対応や利用
者の受益と負担の適正化につ
いて検討を進めます。また、
「放課後児童健全育成事業の
設備及び運営の基準に関する
条例」を踏まえて、わくわくプラ
ザや民間事業者が行う放課後
健全育成事業の適切な運営を
図ります。

■すべての小学生を対象に、
放課後等に児童が安全・安心
に過ごせるよう、市内小学校
113校内で「わくわくプラザ事
業」を実施しました。
また、市民ニーズへの対応も
踏まえながら、「こども文化セン
ター」の今後のあり方と合わせ
て、「わくわくプラザ事業」の今
後のあり方の検討を進めまし
た。

すべての小学生を対象として、
異年齢の子ども達の遊びを通
じた交流の促進や児童の健全
育成が図られるよう、国の「放
課後子ども総合プラン」に基づ
き、放課後子供教室と放課後
児童健全育成事業を一体的に
行う「わくわくプラザ事業」の充
実に向けた検討を進めてきまし
た。

　青少年育成連盟実施の中高
生リーダー研修に協力したほ
か、子ども会と連携し、ジュニア
リーダー養成研修を実施しまし
た。また、青少年育成連盟に対
し助成するとともに、活動紹介
等、団体活動の活性化と団体
相互の連携を進める支援を行
い、青少年の健全育成を推進
することができました。

青少年育成連盟及び構成団体
の活動の活性化を図ることで、
次代を担うリーダーの養成や、
青少年の健全育成を推進する
ことができました。

27年度実績
①47.4
②7.3
③5,630

28年度実績
①48.1
②-
③5,893

川崎市青少年育成連盟及び構
成団体の活動に対する支援を
行うことで、次代を担うリーダー
の養成や青少年の健全育成を
推進します。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

①わくわくプラザの登録率（単位：％）P.14
②わくわくプラザ利用者（保護者）の満足度※１０点満点P.14
③放課後児童健全育成事業の月間実利用人数（単位：人）P.40

27年度目標
①-
②-
③6,109

28年度目標
①-
②-
③6,314

29年度目標
①47以上
②7.4以上
③6,544

89

全ての児童を対象として異年齢の子ど
もが遊びを通じた交流の促進ができる
よう、国の「放課後子ども総合プラン」に
基づき放課後子供教室と放課後児童
健全育成事業を一体的に行うわくわく
プラザについて、引き続き事業の質の
向上を図っていきます。また、開所時間
の拡充や適正な受益と負担の関係に
ついての検討を進めます。

わくわくプラザ
事業

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ
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「川崎市子ども・子育て支援事業計画　中間評価　整理表」 基本目標５　子育てを支援する体制づくり

●　平成２７、２８年度の主な取組の実施結果と中間年度における進捗状況

主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

92
グループホー
ム等運営事業

今後の要保護児童に対する重要な取
組の一つとして、グループホームの整
備を推進します。また、そのための整
備の手法について検討します。

□児童ファミリーグループホー
ムにおける家庭的養護を推進
します。

■児童ファミリーグループホー
ムにおける家庭的養護を推進
するとともに、施設新設に向け
た検討を行いました。

社会的養護を必要とする児童
が家庭に近い環境で養育され
るよう、児童養護施設・乳児
院・児童心理治療施設におい
て小規模グループケアを実施
する体制整備を図るとともに、
各施設への運営支援を実施し
ました。

91
児童養護施設
等整備の推進

既存児童養護施設について、建て替え
に合わせて小規模グループケアを実施
します。

□平成27年3月に策定した「川
崎市社会的養護の推進に向け
た基本方針」に基づく取組を推
進するとともに、既存児童養護
施設の改築に合わせ「小規模
グループケア」を実施します。
また、施設と里親の中間形態と
して、家庭的な養育環境に配
慮したグループホームの拡充
に向けた検討を進めます。

■既存の児童養護施設である
「川崎愛児園」（宮前区）と「新
日本学園」（中原区）について
は、6人程度のグループで生活
する「小規模グループケア」に
対応した改築を進めるととも
に、心理的困難や苦しみを抱
え、日常生活の多岐にわたっ
て生き辛さを感じて心理治療を
必要とする子どもたちを、入所
あるいは通所させて治療を行う
情緒障害児短期治療施設「川
崎こども心理ケアセンター　か
なで」（中原区）を開所しまし
た。

□平成27年3月に策定した「川
崎市社会的養護の推進に向け
た基本方針」に基づく取組を推
進するとともに、既存児童養護
施設の改築に合わせ「小規模
グループケア」を実施します。
また、心理的困難や苦しみを
抱え、生き辛さを感じる子ども
たちに治療を行う情緒障害児
短期治療施設「川崎こども心理
ケアセンター」における児童へ
の支援を行います。

■既存の児童養護施設である
「川崎愛児園」（宮前区）と「新
日本学園」（中原区）の改築を
行い、6人程度のグループで生
活する「小規模グループケア」
の導入を実施しました。また、
心理的困難や苦しみを抱え、
生き辛さを感じる子どもたちに
治療を行う情緒障害児短期治
療施設「川崎こども心理ケアセ
ンター」において支援を行いま
した。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

実施施設が平成2７年度には3
か所から4か所に、平成28年度
には4か所から6か所に増やす
ことができました。 Ⅰ．現状のまま継続

Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

児童ファミリーグループホーム
における家庭的養護を推進す
るとともに、施設新設に向けた
検討を行いました。

94
退所後児童支
援事業

18歳を迎え児童福祉施設等を退所とな
る児童に対して、就労支援や就労後の
定着支援を実施します。また、退所後
の負担軽減のために市営住宅の活用・
民間賃貸住宅の利用策や、進学費用
の援助など18歳以降の継続的な支援
策を検討します。

□施設等に入所している児童
の自立に向け、施設入所中か
ら将来の自立を見据え、生活
を通じた健全な心身の発達や
生活習慣の確立、学習支援等
を行うとともに、退所後も施設
職員等が必要に応じてアフター
ケアが行えるよう支援を行いま
す。

■施設等入所中から、教育費
や資格取得費等の支援を行い
ました。また、自立に向け、就
労に関係する相談窓口の周知
や施設職員によるアフターフォ
ローに係る経費の支援、住居
設定費用の一部支弁などに取
り組みました。

□保護者の病気や出産、育児
疲れなどにより一時的に子育
てが困難となった場合に、乳児
院、児童養護施設において子
どもを預かる子育て短期支援
事業を実施します。

■保護者の病気や出産、育児
疲れなどにより一時的に子育
てが困難となった場合に子ども
を預かる子育て短期支援事業
を、児童養護施設２か所（中原
区、宮前区）の建替に合わせて
新たに開始しました。

育児疲れなどの場合に短期間子どもを
預かり、家庭での養育を支援するた
め、既存児童養護施設を建て替えた後
に、子育て短期支援事業を実施しま
す。

子育て短期支
援事業

93

子育て短期支援事業（ショートステイ）延べ利用人数（件）P.35

27年度目標 319 28年度目標 380 29年度目標 441

27年度実績 518 28年度実績 1,231

施設等入所中から退所後の自
立を見据えた支援を行うととも
に、施設等を退所となる児童に
対し、就労支援や就労後の定
着支援を実施しました。また、
就労に関係する相談窓口の周
知や施設職員によるアフター
フォローに係る経費の支援、住
居設定費用の一部支弁等に取
り組みました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

□里親制度の充実に向け、里
親支援機関と連携した制度の
周知のＰＲ活動を強化するとと
もに、里親技術向上のための
研修会等の実施や訪問・面接・
電話等による里親への相談援
助を実施します。

■里親支援機関による里親の
登録に向けた各種研修や里親
になった後の養育技術の向上
のため研修などを実施するとと
もに、児童養護施設等に入所
している子どもを、夏冬休み等
に数日間家庭で養育する「ふる
さと里親事業」を実施しました。
（登録者数：61人）

□里親制度の充実に向け、里
親支援機関と連携した制度の
周知のＰＲ活動を強化するとと
もに、里親技術向上のための
研修会等の実施や訪問・面接・
電話等による里親への相談援
助を実施します。

■里親支援機関と連携した制
度の普及啓発や、里親の登録
に向けた各種研修や里親に
なった後の養育技術の向上の
ため研修などを実施するととも
に、児童養護施設等に入所し
ている子どもを、夏冬休み等に
数日間家庭で養育する「ふるさ
と里親事業」を実施しました。
（登録者数：63人）

里親制度の推進に向け、里親
登録数の増加や委託後の里親
支援の充実、制度の社会的認
知度の向上に向けて、里親支
援機関と連携した取組を推進し
ました。

97
相談支援機能
の充実

区役所保健福祉センターにおいて、ひ
とり親家庭への支援を総合的に行うた
めに職員への研修等機能の充実を図
り、母子・父子福祉センター等関係機関
との連携を推進します。

□区においてひとり親家庭へ
の支援を総合的に行うため、
職員への研修の充実を図ると
ともに、母子・父子福祉セン
ター等と連携し、相談支援を実
施します。

児童扶養手当や母子・父子・寡
婦福祉資金貸付事業の相談時
の支援を強化するため、広くひ
とり親家庭支援施策について
研修を実施するとともに、グ
ループワークを行い、支援機関
との関係づくりを行いました。

□児童福祉施設やNPO法人等
と連携し、里親支援機関事業を
実施します。

■児童福祉施設やNPO法人等
と連携し、里親登録数の増加
や委託後の支援の充実、制度
の普及啓発等、里親支援機関
事業を実施しました。

里親制度の推進に向け、里親
登録数の増加や委託後の里親
支援の充実、制度の社会的認
知度の向上に向けて、里親支
援機関と連携した取組を推進し
ました。

研修の実施により、ひとり親家
庭を支援する関係機関の支援
施策や相談状況を共有すると
ともに、連携に向けた関係づく
りを行いました。

里親支援機関
運営事業

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

里親養育体験発表会等の開催回数（単位：回）P.18

27年度目標 - 28年度目標 3以上 29年度目標 3以上

27年度実績 3 28年度実績 5

98
情報提供の推
進

施策・事業について、リーフレットを作
成するとともに、ホームページで発信す
るなど、情報の周知・提供の充実を進
め、活用を促進します。

□ひとり親家庭の自立や生活
を支援する施策や事業につい
て、情報の周知・提供の充実を
図ります。

市ホームページやリーフレット
等により支援施策を周知すると
ともに、平成28年6月から新た
にメールマガジンの配信を始
め、定期号を毎月１回、特別号
を年３回配信しました。

平成28年度にメールマガジン
の配信を始めたことで、支援制
度に加えてイベント情報などタ
イムリーな情報を直接提供す
ることが可能となりました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

①里親の登録者数（単位：人）P.18
②「ふるさと里親」登録者数（単位：人）P.18

27年度目標
①-
②-

28年度目標
①117
②62以上

29年度目標
①118以上
②64以上

27年度実績
①116
②61

28年度実績
①133
②63

96

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ
里親制度実施
事業

95

里親の登録数の増加には、里親制度
そのものの普及啓発が重要であること
から、里親支援機関と連携したPR活動
の強化等に努めます。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

里親の相談支援活動の中でニーズを
把握し、里親研修の充実や専門性の向
上を目指すとともに、NPO法人等による
支援の強化を図っていきます。また、さ
らに関係機関とのネットワークを推進
し、里親候補者の新規開拓及び里親登
録者の増加を目指します。

29



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

99
相談員等の人
材育成

区役所保健福祉センター等や母子・父
子福祉センターにおいて、個々の家庭
の状況に応じた必要な支援を行うこと
ができるよう、職員に対する研修を実
施します。

研修の実施により、ひとり親家
庭を支援する区役所等窓口職
員の初期相談にかかる支援の
強化を図りました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

□ひとり親家庭への日常生活
支援を行います。

ひとり親家庭に対して、生活支
援及び子育て支援を行うため、
家庭生活支援員を派遣しまし
た（派遣延べ件数：①生活支援
16件、②子育て支援335件）。
また、平成28年度は支援員養
成研修を１回、家庭生活支援
員向けの連絡会を１回開催し
ました。

□ひとり親家庭への日常生活
支援を行います。

ひとり親家庭に対して、生活支
援及び子育て支援を行うため、
家庭生活支援員を派遣しまし
た（派遣延べ件数：①生活支援
93件、②子育て支援216件）。
また、平成28年度は支援員養
成研修を１回、家庭生活支援
員向けの連絡会を３回開催し
ました。

□区や母子・父子福祉センター
において、個々の状況に応じた
必要な支援を行うため、職員へ
の研修を実施します。

個々のひとり親家庭の状況に
応じて必要な支援を行うことが
できるよう、区役所職員や母
子・父子福祉センター職員に対
して、ひとり親家庭支援施策に
ついて研修を実施しました。

支援を実施するとともに、事業
の周知と家庭生活支援員の拡
充に向けた取組を強化しまし
た。

101
自立支援プロ
グラム策定事
業の実施

就職や転職に向けて個々のニーズに
合った支援を行うために、自立の目標
や支援内容等についての自立支援計
画書を母子・父子福祉センターで策定
し、継続的に支援します。

□ひとり親家庭の自立に向け
て自立支援計画書の策定を行
います。

■母子・父子福祉センターにお
いて、母子・父子家庭の生活の
自立に向けた各種相談に応じ
て、「自立支援プログラム策定
事業」を実施しました。

□ひとり親家庭の自立に向け
て、家庭の状況、職業適性、就
業経験等の個別の事情を踏ま
えながら一貫した就業支援を
実施するために、自立支援プ
ログラムの策定を行います。

母子・父子福祉センターサン・
ライヴにおいて、ひとり親家庭
の自立に向けて、57件の自立
支援プログラム策定を行い、資
格等取得や就職に向けた継続
的な支援を行いました。

自立支援プログラム策定事業
に基づき、プログラムの策定を
行うとともに、対象者の就業に
向けた継続的な支援を行いま
した。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

100
日常生活支援
事業の充実

ひとり親家庭の子育て、就業及び修業
を支援するため、一時的に生活援助や
保育が必要な家庭に対して家庭生活
支援員を派遣する日常生活支援事業
を充実します。

30



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

103
就業・自立支
援センター事
業の実施

就業相談員を配置し、就業相談をはじ
め、就業支援講習会の開催、資格取
得・就業情報の提供、職業紹介まで、
一貫した就業支援サービスを提供しま

す。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

□ひとり親が自立した生活を送
れるよう、就業相談員による就
業相談や就業情報の提供、職
業紹介まで、一貫した就業支
援サービスを提供します。

■ひとり親の自立と就業のた
めに、専門の相談員が職業適
性や就業経験に応じ、履歴書
等の書き方、面接の受け方な
どを助言し、ハローワークとの
連携による求人情報の提供、
職業紹介まで一貫した就業支
援として「母子家庭等就業・自
立支援センター事業」を実施し
ました。

□ひとり親が自立した生活を送
れるよう、就業相談員による就
業相談や就業情報の提供、職
業紹介まで、一貫した就業支
援サービスを提供します。

自立と就業のために、専門の
相談員が職業適性や就業経験
に応じ、履歴書等の書き方、面
接の受け方などを助言し、ハ
ローワークとの連携による求人
情報の提供、職業紹介まで一
貫した就業支援として母子家
庭等就業・自立支援センター事
業を実施しました。

□就業に必要な資格や技能の
習得を支援するため、「教育訓
練給付金事業」及び「高等職業
訓練促進給付金等事業」を実
施します。

■就業による自立に向けて教
育訓練を受講するひとり親に
教育訓練給付金の支給（支給
件数6件）を、また、養成機関で
の修業中の生活の負担軽減の
ため、高等職業訓練給付金の
支給（新規認定数16件）を行い
ました。また、平成28年度か
ら、高等学校卒業程度認定試
験合格支援事業に加えて、高
等職業訓練促進給付金を活用
した資格取得の促進に向け
て、入学準備金及び就職準備
金を貸し付ける高等職業訓練
促進資金貸付事業を新たに開
始しました。

教育訓練給付金事業、高等職
業訓練促進給付金等事業の実
施に加えて、新たに高等学校
卒業程度認定試験合格支援事
業及び高等職業訓練促進資金
貸付事業を開始し、ひとり親の
自立に向けた取組を充実しま
した。

就業相談員を配置し、就業相
談や就業情報の提供、職業紹
介まで、一貫した就業支援
サービスを提供しました。

29年度目標 19以上

105
子どもへの就
業支援の実施

就業・自立支援センターにおける支援
を、ひとり親家庭の児童にも拡充し、就
業支援サービスを提供します。

ひとり親に加えてその児童も就
業・自立支援センターにおける
就業相談の対象としました。

104
母子生活支援
施設の運営

経済的理由等により母子家庭等が自
立のために入所する施設で、生活や就
労、子育ての相談等を行い、総合的に
自立を支援します。

□母子家庭の保護・自立促進
に向けた母子生活支援施設を
運営します。

■母子家庭の保護・自立促進
に向け、指定管理者と連携を
図りながら、母子生活支援施
設を運営しました。

施設入所者が安心して生活で
きる環境を整えるとともに、入
所者の個々の状況に配慮しな
がら自立に向けた支援が行わ
れるよう、指定管理者と連携し
ながら施設運営を行いました。

就業・自立支援センターにおい
て、ひとり親に加えてその児童
にも、就業支援サービスを提供
します。

ひとり親に加えてその児童も就
業・自立支援センターにおける
就業相談の対象とし、必要に
応じて関係機関等と連携して支
援を行いました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

高等職業訓練促進給付金の新規認定数（単位：件）P.18

27年度目標 - 28年度目標 19以上

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

就業に必要な資格や技能の習得を支
援するため、「教育訓練給付金事業」及
び「高等職業訓練促進給付金等事業」
を実施します。

自立支援給付
金事業の実施

102

27年度実績 13 28年度実績 16

□就業に必要な資格や技能の
習得を支援するため、「教育訓
練給付金事業」及び「高等職業
訓練促進給付金等事業」を実
施します。

■就業による自立に向けて教
育訓練を受講するひとり親に
教育訓練給付金の支給（支給
件数2件）を、また、養成機関で
の修業中の生活の負担軽減の
ため、高等職業訓練給付金の
支給（新規認定数13件）を行い
ました。
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

子どもの自立
に向けた学習
支援等

家庭の状況を理由に修学や修学継続
を断念することのないよう、支援のあり
方について検討します。

ひとり親家庭の子どもへの支
援のあり方について検討しま
す。

ひとり親家庭の子どもの将来
の自立に向けた支援について
検討し、平成29年10月から生
活・学習支援事業を実施するこ
とになりました。

ひとり親家庭の子どもへの支
援に向けて、子どもの置かれた
状況について把握するととも
に、事業の実施に向けて関係
機関調整を行いました。

107
総合的な支援
体制の構築

区役所保健福祉センター、相談支援事
業所、地域療育センター及び発達相談
支援センターなどの専門機関との連
携、ネットワーク化により支援体制の強
化を検討・推進します。
区役所保健福祉センターの役割、計画
作成を含めた身近な地域の相談機関と
しての相談支援事業所の充実及び地
域療育センターの家庭や地域を含めた
支援体制の強化を行うとともに、発達
相談支援センターにおける相談支援・
発達支援・就労支援等を子どもの段階
から成人期までの一貫した支援の実
施、役割及び体制の見直しを行いま
す。

□障害を持つ子どもに対する
総合的な支援体制を構築し、ラ
イフステージごとの、一貫した
支援を実施するため、関係者・
関係機関の連携の充実、ネット
ワークの構築に取り組みます。
また、中核的に子どもの支援を
担う相談支援事業所、地域療
育センター、発達相談支援事
業所の支援体制強化を図りま
す。

■区役所、児童相談所、地域
療育センター、教育委員会、母
子保健担当等の関係部署と相
談窓口の明確化を目的として
発達障害児検討ワーキングを
実施しました。
相談支援事業所は45か所から
48か所に増加しました。また、
発達相談支援センターの相談
件数が増加しており、地域の事
業所等の困難ケースの対応等
のバックアップが発揮されてい
ないことから、支援・助言等を
行う発達障害者地域支援マ
ネージャーを１名配置（計２名）
しました。

□発達障害児検討ワーキング
を実施し、関係部署と情報共有
や役割について共通認識を図
るとともに、今後、予定している
地域のネットワーク構築と発達
相談に係る課題を協議すること
を目的とした発達障害児者支
援地域協議会の開催に向け、
準備を進めています。
□各専門機関においては、支
援体制の充実・強化を図ってい
ます。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

106

108
障害児通所支
援事業

児童福祉法に基づく障害児通所支援
について、地域療育センターにおいて、
０歳から幼児期、学齢期までの専門的
支援の充実を図ります。
乳幼児を対象とした児童発達支援事業
所、及び学齢児を対象とした放課後等
デイサービス事業所において「身近な
地域で質の高い療育の提供」を推進し
ます。

□障害のある子どもや発達に
心配のある子どもの地域にお
ける生活の充実に向けて、「地
域療育センター」において各種
サービスの利用支援を行うとと
もに、家庭や保育所・幼稚園、
学校等の関係機関に対する療
育機能の充実に取り組みま
す。

■共通の取組として、待機期
間の短縮や相談実績の増加を
目的に、児童精神科医師の増
員、心理職の増員、予約管理
の徹底、初回面接・診察を同日
に行うことなどを、各々、実施し
ました。
■個別の取組として、重症心
身障害児が利用できる放課後
等デイサービス事業の開始、
高等学校との合築施設を活用
した相互交流、月2回の土曜日
の開所・通園時間の延長等を
実施しました。

109
障害児入所施
設事業

福祉型障害児入所施設の安定した運
営、及び年齢超過者の障害者支援施
設やグループホーム等への移行を促
進します。また、医療型障害児入所施
設における入所支援を提供します。
短期入所による在宅支援について、障
害者施策と連携し事業の充実に努めま
す。

□障害児・者とその家族の在
宅生活の支援や将来の自立生
活に向けた経験を蓄積するた
め、障害者支援施策と連携しな
がら、短期入所サービスの充
実に努めます。

■障害のあるお子さんに対し、
介護を行う方の疾病などにより
一時的に家庭の介護が困難な
場合に、短期間、障害児施設
等において宿泊を伴う介護等
の支援を行う「短期入所サービ
ス」を実施しました。（事業者
数：9か所）

□障害児・者とその家族の在
宅生活の支援や将来の自立生
活に向けた経験を蓄積するた
め、障害者支援施策と連携しな
がら、短期入所サービスの充
実に努めます。

■障害のある子どもに対し、介
護を行う方の疾病などにより一
時的に家庭の介護が困難な場
合に、短期間、障害児施設等
において宿泊を伴う介護等の
支援を行う「短期入所サービ
ス」を実施しました。（事業者
数：9か所）

□障害のある子どもや発達に
心配のある子どもの地域にお
ける生活の充実に向けて、「地
域療育センター」において各種
サービスの利用支援を行うとと
もに、家庭や保育所・幼稚園、
学校等の関係機関に対する療
育機能の充実に取り組みま
す。

■地域療育センター共通の取
組として、待機期間の短縮や
相談実績の増加を目的に、専
門職員配置の見直し、予約管
理の徹底等を実施しました。ま
た、併行通園児童の支援のた
め、地域の保育所等関係機関
との連携を密に行いました。各
地域療育センター個別の取組
として、訪問による療育、重症
心身障害児を対象とした訪問リ
ハビリの実施、高等学校との合
築施設を活用した相互交流、
月2回の土曜日の開所・通園時
間の延長、学齢期相談の拡充
等を実施しました。

□地域療育センター通園によ
る支援に加え、保育所等関係
機関との積極的な連携を行っ
ています。

□福祉型障害児入所施設の安
定した運営、及び年齢超過者
の障害者支援施設やグループ
ホーム等への移行を促進して
います。
□医療型障害児入所施設にお
ける入所支援を提供していま
す。
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
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平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

110
特別支援教育
推進事業

共生社会の形成をめざした支援教育の
推進に向けたインクルーシブ教育シス
テム注）の構築や教育的ニーズに応じ
た多様な学びの場の整備、小・中・高
等学校における支援体制の整備、教職
員の専門性の向上を図るとともに、就
学相談や保護者支援のあり方を検討し
ます。

□市立高等学校における特別
支援教育を推進するための検
討委員会を開催し、支援人材
や関係機関との連携等につい
て検討します。
□こども心理ケアセンターに入
所している子どもの教育の場を
開設します。
□医療的ケア児への支援の充
実に努めます。

■H27から７回開催した検討会
の報告書を作成し市立学校に
配布しました。高等学校の特別
支援の現状を周知し、体制の
充実につなげました。
■こども心理ケアセンターに井
田小・井田中分教室を開設し、
年２回連絡会を開催して円滑
な運営に努めました。
■看護師の巡回による医療的
ケアを週２回に拡充しました。

　通常の学級・通級指導教室・
特別支援学級・特別支援学校
の環境整備や特別支援教育研
修の充実を図り、それぞれの
専門性の確保に努めました。
障害者差別解消法の施行を受
け、本人・保護者の意見を尊重
し、必要な支援等の合意形成
に向けた相談を進めました。
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111
（仮称）子ども・
若者プラン策
定事業

（仮称）子ども・若者プランを2015(平成
27)年度に策定し、全ての青少年に対
する施策を総合的に推進します。学齢
期以降の青少年の施策推進に向けて
は、学校教育・精神保健・就労支援の
施策分野との緊密な連携が重要であ
り、これらの分野との整合・連携のあり
方について、位置づけを明確にします。

□地域の関係機関等が連携
し、支援が必要な子ども・若者
を相談機関等につなげるような
しくみづくりを進めるとともに、
地域の中で、子ども・若者が社
会参加できる場・機会の創出に
向けて多様な主体と連携した
取組を推進します。

■「子ども・若者育成支援推進
法」に基づき、本市が目指す子
ども・若者育成支援の基本理
念及び基本的な方向性を示す
「子ども・若者ビジョン」を平成
28年3月に策定しました。また、
不登校・ひきこもり・学校関係・
家庭問題・障害・仕事関係など
さまざまな問題を抱えている、
子ども・若者及びその家族がど
こに相談に行ったらよいかわか
るように、主な相談内容ごとに
川崎市内の相談機関をまとめ
た「かわさきサポートブック」を
作成、配布しました。

112
ひきこもり等児
童福祉対策事
業

地域で若者の支援を行っているNPO法
人と連携し、問題を抱えて引きこもって
いる児童・若者に近い年代の若者によ
る支援や集団づくりの取組を推進しま
す。

□不登校・ひきこもりへの支援
として、年齢の近い若者による
支援を行います。

■不登校・ひきこもりへの支援
として、大学生等のボランティ
アを活用し、個別支援活動に
119人、集団支援活動に64人
の子ども・若者が参加しまし
た。

□地域の関係機関等が連携
し、支援が必要な子ども・若者
を相談機関等につなげるような
しくみづくりを進めるとともに、
地域の中で、子ども・若者が社
会参加できる場・機会の創出に
向けて多様な主体と連携した
取組を推進します。

■「子ども・若者育成支援推進
法」に基づき、本市が目指す子
ども・若者育成支援の基本理
念及び基本的な方向性を示す
「子ども・若者ビジョン」に基づく
取組を進めるとともに、「川崎
市子ども・若者生活調査」を実
施しました。

全ての子ども・若者の健やかな
成長と将来の自立に向けて、
「子どもの貧困」が大きな課題
となっています。本市の子ども・
若者とその家庭の生活実態を
把握し、効果的な施策を推進し
ていくことを目的として、「川崎
市子ども・若者生活調査」を実
施しました。

平成26年度からNPO法人に委
託し、実施している事業であ
り、児童相談所が関わっている
児童等で不登校・ひきこもりへ
の支援として、個別支援活動、
及び集団支援活動を実施しま
した。

113

課題を抱える
子ども・若者へ
の支援体制の
確立

課題を抱える子ども・若者を支援する
行政機関や関係機関・団体が連携し、
効果的な支援を進めるための体制づく
りを進めます。

保健・福祉・教育など、子ども・
若者の相談を実施している機
関において、相互の連携を図
るとともに、相談の充実を図り
ます。

子ども・若者育成支援推進法
の趣旨を踏まえた子ども・若者
の相談機関等のネットワークの
構築に向けて、検討を行いまし
た。

課題を抱える子ども・若者を支
援する庁内の関係機関・関係
部署間における情報共有を図
るとともに、子ども・若者育成支
援推進法の趣旨を踏まえた子
ども・若者の相談機関等のネッ
トワークの構築に向けて、検討
を行いました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

33
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平成27年度 平成28年度
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114
フリースペース
えんの運営

さまざまな事情により、学校や家庭に
居場所のない子ども・若者が安心して
過ごせる場として「フリースペースえん」
を運営し支援します。

115
若年者職業自
立支援事業

厚生労働省の「若者サポートステーショ
ン事業」を運営法人と協働運営し、15～
39歳の若年無業者等を対象に職業的
自立に向けた個別・継続的な支援を行
います。また、保護者への子どもの自
立に関する相談・セミナーの実施や、
市内高等学校等との連携による中退防
止や無業化の未然防止等を行います。

□コネクションズかわさき（かわ
さき若者サポートステーション）
を運営し、若年無業者等を対
象に職業的自立に向けた支援
を行います。

■若年無業者等に対する個別
相談、セミナー、職業・職場体
験を実施しました。
■若年無業者等の家族に対す
る支援セミナーを実施しまし
た。
■高校と連携し、在校生への
啓発や教諭との情報共有を図
りました。

学校の中に居場所が見出せな
い子ども等が自らの進路を主
体的にとらえ、社会的に自立す
ることを目指して「フリースペー
スえん」を運営し、一人ひとりの
ニーズ合わせた学習支援や体
験講座等を実施します。

一人ひとりのニーズ合わせた
個別学習等の支援や、野外活
動や料理、工作などの体験型
事業の実施等により、子どもが
安心して過ごし、豊かな人間関
係を育む居場所を提供しまし
た。（登録者数131人）

フリースペースの利用者数は
増加の傾向にあり、18歳以上
のひきこもり傾向の若者も受け
入れるなど、課題を抱える多く
の子ども等の支援や居場所づ
くりの取組を進めました。

厚労省事業「若者サポートス
テーション事業」に本市の独自
事業を加え、若年者の職業的
自立に向けた総合的な支援に
取り組みました。

116
児童生徒指
導・相談業務

スクールカウンセラーを市立全中学校
に配置するとともに、市立小学校・高等
学校に学校巡回カウンセラーを派遣
し、各学校で不登校やいじめの問題だ
けでなく、子どもの豊かな心を育むため
にその活用を促進し、充実させます。ま
た、子どもが置かれている環境の調整
を行うスクールソーシャルワーカーを各
区１名配置し、医療機関や児童相談所
等の関係機関との連携により問題の解
決を図ります。

□スクールカウンセラーを市立
中学校へ全校配置、学校巡回
カウンセラーを市立小学校・特
別支援学校、高等学校に派遣
し、各学校の様々な相談に応じ
ます。
　また、各区に１名以上のス
クールソーシャルワーカーを配
置し、関係機関と連携して、子
どもが置かれている環境の調
整を行います。

■カウンセラーを配置、派遣す
ることにより、各校における相
談体制の充実を図り、問題の
未然防止、早期解決に努めま
した。事件事故等による緊急配
置も迅速に行い対応しました。
　また、各区に配置したスクー
ルソーシャルワーカーと、地域
みまもり支援センターや児童相
談所、医療機関等とが連携し、
課題の解決を図りました。

　市立中学校全校へスクール
カウンセラーを配置、市立小学
校・特別支援学校・高等学校へ
の学校巡回カウンセラーの派
遣を行い、各校における相談
体制の充実に努めました。
　また、各区にスクールソー
シャルワーカーを配置し、関係
機関と連携しながら課題の解
決に努めました。
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117
児童虐待対策
推進事業

年々増加する児童虐待相談通告件数
や複雑・多様化する市民ニーズに的確
かつ迅速に対応するため、関係機関と
の連携強化、職員の資質向上のため
の研修の実践、人材の育成等、児童虐
待対策を推進します。

□支援が必要な児童への対応
を適切に行うため、児童相談
所や区役所地域みまもり支援
センター職員の資質向上を図
ります。

■児童相談所及び区役所の新
人・新任研修をはじめ、専門的
な研修を実施するなど資質向
上に向けた研修を実施しまし
た。

児童相談所及び区役所の新
人・新任研修をはじめ、専門的
な研修を実施するなど資質向
上に向けた研修を実施しまし
た。また、平成28年の児童福祉
法改正に基づく義務研修実施
の準備を進めました。
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118
要保護児童対
策地域協議会
の運営

児童福祉法第25条の2に規定されてい
る要保護児童等を支援するため必要な
情報交換、普及啓発、研修等を行うとと
もに、要保護児童等に対する支援内容
に関する協議を行います。

□要保護児童対策地域協議会
における要保護児童等へのき
め細やかな情報共有と個別支
援の充実を図るとともに、地域
の関係機関との協働による「地
域見守りネットワーク」事業を
推進します。

■各区の「要保護児童対策地
域協議会」において、要保護児
童等の早期発見やその適切な
支援に向け、子どもに関する関
係機関、関係団体及び児童の
福祉に関連する職務従事者等
が、要保護児童等に関する情
報や考え方を共有、適切な連
携の下でその対応に努めまし
た。（開催回数：373回）

□要保護児童対策地域協議会
における要保護児童等へのき
め細やかな情報共有と個別支
援の充実を図るとともに、地域
の関係機関との協働による「地
域見守りネットワーク」事業を
推進します。

■各区の「要保護児童対策地
域協議会」において、要保護児
童等の早期発見やその適切な
支援に向け、子どもに関する関
係機関、関係団体及び児童の
福祉に関連する従事者等が、
要保護児童等に関する情報や
考え方を共有し、連携した対応
に努めました。（開催回数：425
回）

各区の「要保護児童対策地域
協議会」における要保護児童
等の早期発見や適切な対応が
図られるよう、関係機関、関係
団体などが要保護児童等に関
する情報や考え方を共有し適
切な連携における対応を図る
ための場である個別支援会議
を円滑に実施しました。

119
オレンジリボン
キャンペーン
実施事業

条例第13条に規定されている11月の児
童虐待防止推進月間を中心に、児童
虐待防止は社会全体で取組むべき課
題であることを広く市民に周知するため
に、広報啓発活動を実施します。

□11月の全国児童虐待防止推
進月間を中心に、区民祭等に
おける広報啓発活動を実施し
ます。

■児童虐待防止推進月間を中
心に、区民祭等において広報
啓発活動を実施しました。（開
催回数：21回）
また、初の試みとして「オレンジ
リボン・ファミリーカップ（フット
サル大会）」を実施しました。

児童虐待防止推進月間を中心
とした広報啓発活動を平成27
年度は14回、平成28年度は21
回実施するとともに、初の試み
であるフットサル大会を実施す
るなど広く広報啓発活動を実
施しました。
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120
児童家庭支援
センターの運
営

児童福祉法第44条の2に基づく児童福
祉施設として、子どもや家庭の悩みに
ついて、区役所や児童相談所と連携し
ながら地域における相談支援機関とし
て対応します。

121
地域見守り
ネットワーク事
業

児童虐待の早期発見のため、「川崎市
地域見守りネットワーク」を活用した民
間事業者との協働による地域における
支え合いの仕組みを推進します。

□児童虐待の早期発見のた
め、「川崎市地域見守りネット
ワーク」に参画し民間事業者と
の協働による地域における支
え合いの仕組みを推進します。

■地域見守りネットワークの強
化により地域における児童虐
待等の家庭の早期発見を推進
しました。

□区役所や児童相談所と連携
しながら、地域における身近な
相談支援機関として、地域の
子どもやその家庭への支援を
行う児童家庭支援センターを拡
充します。

■区役所や児童相談所と連携
し地域において子どもやその
家庭への支援を行う児童家庭
支援センターを、児童養護施設
２か所（中原区、宮前区）の建
替に合わせて新たに開設し、
既存の４箇所と併せて６箇所と
なりました。

実施施設が平成2７年度には3
か所から4か所に、平成28年度
には4か所から6か所に増やす
ことができました。

地域見守りネットワークの強化
により地域における児童虐待
等の家庭の早期発見を推進し
ました。

122
DV相談支援セ
ンター機能の
整備

保健福祉センター等の相談・支援機
能、こども本部の所管部署における連
絡・調整機能及び企画・立案機能、新
たに整備する総合的な窓口機能を合
わせて川崎市DV相談支援センター機
能と位置づけ、その役割を果たすととも
に、広く周知していきます。

□ＤＶ相談・支援の専門性の向
上のため、相談・支援に携わる
行政職員等に対する研修会等
を開催します。

■区役所保健福祉センターを
中心に、ＤＶの被害状況や子ど
もの状況把握に努めるととも
に、被害者の自立に向け住居
確保支援や各種制度手続き支
援などを実施しました。また、
相談・支援の専門性向上のた
め、行政職員等に対する研修
会等を実施しました。　(研修会
8回、参加者数119人）

□ＤＶ相談・支援の専門性の向
上のため、相談・支援に携わる
行政職員等に対する研修会等
を開催します。またDV相談支
援センターを開設し、相談・支
援の充実を図ります。

■区役所保健福祉センターを
中心に、ＤＶの被害状況や子ど
もの状況把握に努めるととも
に、被害者の自立に向け住居
確保支援や各種制度手続き支
援などを実施しました。また、
相談・支援の専門性向上のた
め、行政職員等に対する研修
会等を実施しました。　(研修会
８回、参加者数217人）

区役所保健福祉センターを中
心に、ＤＶの被害状況や子ども
の状況把握に努めるとともに、
被害者の自立に向け住居確保
支援や各種制度手続き支援な
どを実施しました。平成28年5
月には川崎市DV相談支援セン
ター（電話相談）を開設し、DV
相談支援体制の充実を図りま
した。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況 評価・今後の方向性

124
暴力を許さな
い教育の推進

暴力を許さない教育や、男女平等観に
基づいた一人ひとりを大切にする教育
等の人権に関する教育の一層の推進
を図ります。

川崎市ＤＶ防止・被害者支援基
本計画に基づきＤＶ予防に向
けた取組を推進します。（市民
文化）
□子どもが暴力や権利侵害か
ら身を守る方法を身につける
参加型学習へ年間を通じて講
師派遣を実施します。（教育）
□人権尊重教育推進担当者会
議などの教職員研修の場を活
用し、教職員の意識普及を図り
ます。（教育）

ＤＶやデートＤＶ防止に向け、
「成人の日を祝うつどい」パンフ
レットへの啓発広告の掲載や、
関係機関等と連携した市立高
校、専門学校、大学に対する
デートＤＶ予防啓発ワークショッ
プを実施するなど、広く市民へ
の啓発を進めました（ワーク
ショップ計７回、参加者数４３３
人）（市民文化）
■参加型学習を小学校32校、
中学校4校の合計36校で実施
しました。また、子ども達が学
習を通じて、具体的な権利侵
害への対処方法を学ぶことが
できました。（教育）
■教職員を対象とした研修を
通じて、暴力は許されないと
いった意識を深めました。（教
育）

□被害者の自立支援に向け
て、民間団体等との連携を充
実します。

■神奈川県及び3政令市で定
期的な連絡会を開催しました。
また、本市においても、民間団
体を含めた関係機関による会
議を開催しました。
■市内民間団体に対する支援
を行いました。

123
民間団体等支
援事業

被害者の自立支援に向けて、民間団
体等との連携を充実します。

□暴力防止への理解を広く市
民に促すため、ＤＶ防止の意識
啓発を進めるとともに、各種Ｄ
Ｖ関連講座やセミナー等を開催
するなどＤＶを許さない社会づ
くりを進めます。

■ＤＶ防止の意識啓発に向け、
「成人の日を祝うつどい」パンフ
レットへの防止啓発広告の掲
載や、関係機関等と連携した
市立高校、専門学校、大学等
に対するデートＤＶ予防啓発講
座・ワークショップの実施など、
広く市民への啓発を進めまし
た。（講座・ワークショップ計8
回、参加者数1,299人）

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

暴力防止への理解を広く市民
に促すため、さまざまな機会を
捉えて若年層への啓発を行い
ました。（市民文化）
参加型学習の対象学年を小学
校２～４年生までとしていまし
たが、平成２７年度に試験的に
中学校１校で、平成２８年度も
継続して中学校で実施し、対象
校を拡大しました。（教育）

神奈川県及び3政令市協働に
よる連絡会等を開催し、被害者
の自立支援に向けた取組を実
施しました。また、市内民間団
体に対し支援を行い、健全な
運営に基づく女性の保護事業
を推進しました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
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「川崎市子ども・子育て支援事業計画　中間評価　整理表」 基本目標６　子どもと子育てにやさしいまちづくり

●　平成２７、２８年度の主な取組の実施結果と中間年度における進捗状況

主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
評価・今後の方向性

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

128
福祉のまちづく
りの推進

市民にやさしいまちづくりを進めるた
め、「川崎市福祉のまちづくり条例」の
整備基準に基づいた建築物等の整備
を進めるなど、福祉のまちづくりを推進
します。

□条例に基づく事前協議にお
ける指導・助言等を実施しま
す。
□条例の周知や適合率向上を
目的とした普及啓発活動を行
います。

■条例に基づく事前協議にお
ける指導・助言等を実施しまし
た。　（年：272件）
■神奈川県・横浜市と共催す
る建物等のバリアフリー化の促
進に向けた研修会を開催しま
した。（参加者数　47名）

・計画的に推進しました。
・今後、福祉のまちづくりの更
なる推進に向けて、福祉のまち
づくり条例の適合率をより向上
させる必要があります。

累計認定　9件　3013戸 Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

127
子育て等あん
しんマンション
の認定

子育てに適した居住環境を整えるた
め、子育て等あんしんマンションを認定
します。

□子育て世帯等が安心して暮
らすことができる居住環境を整
え、住民間のコミュニティの醸
成を図るため、子育てに配慮し
た構造、仕様のマンションを
「子育て等あんしんマンション」
として認定します。

■子育てに配慮した構造、仕
様のマンションを「子育て等あ
んしんマンション」として認定し
ました。新規認定1件（417戸）、
再認定1件（361戸）。

市営住宅募集における優遇倍
率の適用及び収入基準の緩和
の実施及び若年世帯向住戸の
募集を引き続き行いました。
また、特定優良賃貸住宅の事
業者へ、家賃負担を軽減する
費用を補助し、中堅所得者層
向け住宅の供給を促進しまし
た。

若年世帯向け住戸の募集戸数
89戸
特定優良賃貸住宅の管理戸数
1671戸

126
公的賃貸住宅
の供給

既存の市営住宅や、良質なファミリー
向け住宅である特定優良賃貸住宅等
を子育て世帯に供給します。

125
健康リビング
推進事業

住居内における健康上の危害の発生
防止や快適で安全な居住環境の確保
を支援するため、情報提供、啓発活
動、市民相談等健康リビング推進事業
の充実を図ります。

住居内における健康上の危害
の発生防止や快適で安全な居
住環境の確保を支援するた
め、情報提供、啓発活動、市民
相談等健康リビング推進事業
の充実を図ります。

■市民からの相談等に対し、
解決のための助言を行い、必
要に応じて簡易検査等を実施
しました。
■両親学級（H28参加者数：
2472人）等で乳幼児の健康上
の危害の発生防止や、住居環
境等に関する衛生教育を行い
ました。
■衛生教育で使用する冊子
「赤ちゃんと安全・快適に暮ら
せる住まいづくり」を改訂し、
「あかちゃんとスマイル・すま
い」を作成しました。

住居内における健康上の危害
の発生防止や、快適で安全な
居住環境の確保を支援するた
め、啓発のための冊子の作成
や、啓発活動、相談に応じての
助言や住まいの簡易検査等を
行いました。

計画的に推進しました。

No 事業名 平成31年度までの主な取組
平成27年度 平成28年度

平成27、28年度の進捗状況
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
評価・今後の方向性No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況

134
リフレッシュ
パーク事業の
推進

老朽化した近隣・地区公園を活性化す
るために、市民との協働により整備計
画を策定するリフレッシュパーク事業を
推進します。

□小田公園のリフレッシュパー
ク事業を推進します。

■小田公園の野球場及び園路
広場の改修を行いました。

リフレッシュパーク事業を推進
しました。

大規模公園緑地づくりを推進し
ました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

133
大規模公園等
の整備

里山の自然的環境など立地特性を生
かした個性と魅力ある大規模公園緑地
づくりを推進します。

□生田緑地の整備を進めま
す。

■生田緑地西口広場の整備を
行いました。

□身近な公園の整備を進めま
す。

■(仮称)梶ヶ谷６丁目公園の
整備に着手しました。

132
街区公園の整
備

子どもや高齢者が歩いて行ける範囲
に、街区公園などの身近な公園を整備
します。

街区公園などの身近な公園の
整備を推進しました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

131 道路の整備
安全で快適な利用に配慮した道路の新
設・改築等の道路整備を進め、交通安
全対策を推進します。

□通勤、通学、買い物など市民
生活に密着した生活道路の拡
幅、交差点の改良等を行い、
安全で快適な地域の交通環境
の改善を図ります。

■安全で快適な地域の交通環
境の改善を図るため、用地買
収を進めるとともに、生活道路
の拡幅、交差点の改良による
道路の拡幅整備を実施しまし
た。

用地買収の実施、生活道路の
拡幅、交差点の改良により安
全で快適な利用に配慮した道
路の整備を進め、交通安全対
策を順次行っています。

平成27年度（5地区）と平成28
年度（4地区）に実施した地区に
おいて点字ブロック設置や歩
道の勾配改善等バリアフリー
化を実施しました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

130
歩行空間の整
備

バリアフリー基本構想及び推進構想に
基づき、歩行空間の整備等を重点的に
実施します。

□高齢者や障がい者等の移動
の円滑化を目的とした点字ブ
ロック設置や歩道の勾配改善
等を実施します。

■４地区（京急大師線沿線地
区、ＪＲ南武支線沿線地区、梶
が谷・宮崎台駅周辺地区、中
野島・稲田堤駅周辺地区）にお
いて点字ブロック設置や歩道
の勾配改善等バリアフリー化を
実施しました。

□子どもを連れた親子から高
齢者まで誰もが暮らしやすいま
ちづくりに向けて、公共機関や
歩行空間などのバリアフリー化
を進めるため、バリアフリー基
本構想の改定を行い、事業者
等にバリアフリー化を働きかけ
ていきます。また、福祉のまち
づくり条例等に基づき、公共的
施設のバリアフリー化に努めま
す。

■溝口駅周辺地区のバリアフ
リー基本構想の改定を行い、
事業者等にバリアフリー化を働
きかけました。また、福祉のま
ちづくり条例等に基づき、公共
的施設のバリアフリー化を促進
しました。

誰もが安全・安心に公共的施設を利用できると感じる人の割合（単位：％）P.21

27年度目標 - 28年度目標 - 29年度目標 49.3以上

27年度実績 49.1 28年度実績 46.1

鉄道駅を中心とした一体的なバリアフ
リーのまちづくりを推進します。

バリアフリーの
まちづくりの推
進

129

□子どもを連れた親子から高
齢者まで誰もが暮らしやすいま
ちづくりに向けて、公共機関や
歩行空間などのバリアフリー化
を進めるとともに、公共的な施
設のバリアフリー化にも努めま
す。

■子どもを連れた親子から高
齢者まで誰もが暮らしやすいま
ちづくりに向けて、駅や道路、
歩行空間などのバリアフリー化
に向けた取組を推進するととも
に、福祉のまちづくり条例に基
づき、公共的施設のバリアフ
リー化を促進しました。

・計画的に推進しました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

38



主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
評価・今後の方向性No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況

Ⅰ

幼児から高齢者に至るまでの年齢段階
に応じた交通安全教育を推進し、交通
安全意識の高揚とマナーの向上を図り
ます。

交通安全教育
事業

136

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

子どもの登下校時における安全を確保
するため、小学校を中心とした半径500
ｍのスクールゾーン内に路面標示、電
柱巻付標示を設置し、交通事故防止を
図ります。

スクールゾー
ン対策事業

137
「スクールゾーン路面表示」等の設置件数（単位：件）P.21

27年度目標 - 28年度目標
「路面表示」50以上
「電柱巻付表示」850

29年度目標

「路面表示」50
以上

「電柱巻付表
示」750

27年度実績
「路面表示」69

「電柱巻付表示」750
28年度実績

「路面表示」50
「電柱巻付表示」822

27年度目標 -

交通安全市民
総ぐるみ運動
事業

135

交通事故発生件数（神奈川県警察交通年鑑）（単位：件）P.21

27年度目標 - 28年度目標 - 29年度目標 3,500以下

27年度実績 3,328 28年度実績 3,216

□交通安全運動や交通安全教
育等を通じて、交通安全につい
ての広報・啓発活動を行い、市
民総ぐるみによる交通事故の
ない安全な地域づくりを進める
ため、幼児、小・中・高校生へ
の交通安全教室を実施すると
ともに、児童の登下校時の安
全確保に向けた通学路の安全
対策を実施します。

■各種団体等で構成する「交
通安全対策協議会」を中心とし
た交通安全運動を実施すると
ともに、幼児、小・中・高校生へ
の交通安全教室の実施や児童
の登下校時の安全確保のため
の「スクールゾーン路面表示」
や「電柱巻付表示」を設置しま
した。交通安全イベント等を開
催し、児童の交通安全意識の
高揚を図りました。

市民の交通安全意識の高揚を図り、交
通事故のない安全で住みよい社会の
実現を目指し交通安全市民総ぐるみ運
動を推進します。

学校と調整を行いながら、「通
学路」の電柱巻付表示や「ス
クールゾーン」の路面表示を設
置します。

電柱巻付表示は、対象校が5
年おきの輪番制となっており、
対象の17校に設置をしました。
また、スクールゾーンは、各区
内の学校の要望を調整して設
置をしました。

スクールゾーン対策として、路
面表示を平成27年度69箇所、
平成28年度50箇所、電柱巻付
表示は、平成27年750箇所、平
成28年度822箇所それぞれ設
置をしました。

交通安全教室では、幼児を対
象として「歩行教室」、小学校1
年生を対象として「歩行教室」、
小学校3年生を対象として「自
転車の安全な乗り方教室」、中
学生・高校生を中心として「ス
ケアードストレイト方式交通安
全教室」を実施します。

川崎市交通安全協会や、警察
署と連携を行い、対象者の目
線に合った交通安全教室を開
催しました。

交通安全教室の開催回数（単位：回）P.21

28年度目標 490以上 29年度目標 490以上

27年度実績 463 28年度実績 460

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

□交通安全運動や交通安全教
育等を通じて、交通安全につい
ての広報・啓発活動を行い、市
民総ぐるみによる交通事故の
ない安全な地域づくりを進める
ため、幼児、小・中・高校生へ
の交通安全教室を実施すると
ともに、児童の登下校時の安
全確保に向けた通学路の安全
対策を実施します。

■各種団体等で構成する「交
通安全対策協議会」を中心とし
た交通安全運動を実施すると
ともに、幼児、小・中・高校生へ
の交通安全教室の実施や、児
童の登下校時の安全確保のた
めの「スクールゾーン路面表
示」や「電柱巻付表示」を設置
しました。

交通安全教室は、平成27年度
463回、平成28年度460回実施
をしました。スクールゾーン対
策では、路面表示を平成27年
度69箇所、平成28年度50箇
所、電柱巻付表示は、平成27
年度750箇所、平成28年度822
箇所設置をしました。
また、交通安全イベントでは、
フロンターレとコラボし、2000人
以上が参加者をしました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

Ⅰ

小学生向け交通安全教室は、
平成27年度463回、平成28年
度は460回実施しました。
また、スケアードストレイト方式
交通安全教室は、平成27年度
19回、平成28年度23回開催い
たしました。
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主な取組内容 主な取組内容の実績や効果 主な取組内容 主な取組内容の実績や効果
評価・今後の方向性No 事業名 平成31年度までの主な取組

平成27年度 平成28年度
平成27、28年度の進捗状況

青少年の健やかな成長にふさ
わしい育成環境の実現に向
け、一助を担うことができまし
た。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

青少年指導員連絡協議会に対
する支援を行い、青少年指導
員活動の充実や資質向上を図
ることで、青少年の健全な育成
環境づくりを推進することがで
きました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

142

子どもが安全
にインターネッ
トを利用できる
環境づくり

九都県市、四県市と連携しながら、イン
ターネットを利用した青少年を巻き込む
犯罪の未然防止や、安全なインター
ネットの利用に関する家庭でのルール
作り等に関する啓発等を進めます。取
組を進めるにあたっては、教育委員会
など関係部署と連携しながら進めてい
きます。

九都県市で構成される「九都県
市青少年行政主管課長会議」
において、インターネットを利用
した青少年を巻き込む犯罪の
未然防止や、安全なインター
ネットの利用に関する家庭での
ルール作り等に関する啓発等
を進めます。

九都県市合同で、正しいメディ
ア利用方法等に関する啓発ポ
スターを作成し、市内関係機関
等に周知しました。その他、内
閣府等からの各種注意喚起に
ついても、関係機関等に情報
提供を行いました。

青少年指導員連絡協議会に対
する支援を行い、青少年指導
員活動の充実や資質向上を図
り、青少年の健全な育成環境
づくりを推進します。

　青少年指導員連絡協議会に
対する助成や動画配信等の広
報を行い、声掛けパトロール等
の青少年指導員活動に対する
支援を充実させることができま
した。また、青少年指導員に対
する研修事業を市及び区ごと
に実施し、指導員の資質向上
を図ることができました。

141
青少年指導員
活動への支援
（22の再掲）

地域における青少年の健全育成の推
進を担うことを目的として設置している
青少年指導員に対し、区青少年指導員
連絡協議会の活動に対する支援や、
青少年指導員の資質向上のための研
修を開催するなど、青少年にとって望
ましい育成環境づくりを推進します。

140

「川崎市青少
年の健全な育
成環境推進協
議会」による非
行防止等の取
組の推進

行政、青少年育成団体、関係機関、民
間企業等が一体となって、市内各小学
校区（地域によっては中学校区）で実施
している「こども110番」の協力店舗・家
庭の拡大を図るとともに、区ごとの情報
交換会を開催し、実施主体同士の情報
共有や取組事例等についての情報交
換を行い、子どもを地域で見守る体制
を支援します。また、非行防止や子ども
を巻き込む犯罪防止等の啓発活動を
進めていきます。

□子どもを地域で見守る体制
を支援するため、行政、青少年
育成団体、関係機関、民間企
業等で構成される「川崎市青少
年の健全な育成環境推進協議
会」が、ＰＴＡ等が主体となって
地域で実施している「こども１１
０番」活動を支援するとともに、
地域の中で子どもを見守り健
全育成を進める青少年指導員
活動を支援します。

■「川崎市青少年の健全な育
成環境推進協議会」が、学区
単位で実施している「こども１１
０番」事業を、ステッカーの提供
や協力施設の保険料負担等に
より支援し、「こども１１０番」の
協力店舗の拡大を図るととも
に、区ごとに情報交換会を実
施しました。また、地域の中で
子どもを見守り健全育成を進
める青少年指導員活動の資質
向上のための研修会等の開催
や区青少年指導員連絡協議会
への支援を実施しました。

□行政、青少年関係団体、民
間企業等で構成される「川崎市
青少年の健全な育成環境推進
協議会」により、ＰＴＡ等が主体
となって地域で実施している「こ
ども１１０番」事業を支援するこ
とで、子どもを地域で見守る体
制づくりを推進するとともに、青
少年の健やかな成長にふさわ
しい育成環境の実現に向け、
啓発活動等を行い、市民意識
の醸成を図ります。

■「川崎市青少年の健全な育
成環境推進協議会」により、地
域が実施している「こども１１０
番」事業に対し、ステッカーの
提供や小学校１～３年生全員
への啓発チラシの配布、協力
施設の保険料負担等の支援を
行うとともに、各区で情報交換
会を実施しました。また、7月、
11月の強調月間では、川崎フ
ロンパークやＪＲ武蔵溝ノ口駅
ペデストリアンデッキにおいて
キャンペーン活動を実施しまし
た。

行政、青少年関係団体、民間
企業等が協力し、青少年の健
やかな成長にふさわしい育成
環境の実現に向け、各種の取
組を行うことで、子どもを地域
で見守る体制づくりの推進や、
市民意識の醸成を図ることが
できました。

Ⅱ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

食品営業施設等の監視指導、
食品等の検査、衛生教育等を
実施することにより、食品の安
全性の確保を図りました。

Ｉ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

子どもの事故防止に関する知
識や安全対策の必要性につい
て、母子健康手帳や両親学級
テキストへの掲載、両親学級で
の講話、乳幼児健康診査での
リーフレットの配布などにより、
普及啓発を推進しました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止

139
食の安全推進
事業

「川崎市食品衛生監視指導計画」に基
づき、食品営業施設等の監視指導や
食品等の検査を行い、その結果を公表
するとともに、食品衛生に関する正しい
知識の普及のため、衛生教育などの啓
発活動を行います。

□「川崎市食品衛生監視指導
計画」に基づき、食品営業施設
等の監視指導や食品等の検査
を行い、結果を公表します。
□食品衛生に関する正しい知
識の普及のため、啓発活動を
行います。

□食品営業施設等の監視指
導、食品等の検査、衛生教育
等を実施することにより、食品
の安全性の確保を図り、結果
を公表しました。（食品関係施
設への監視指導実施率96.3%）

□１歳から９歳までの死亡原因
として「不慮の事故」が多い中、
家庭における乳幼児の事故の
未然防止に向け、事故防止の
認識を深めることが重要であ
り、保護者や家庭への普及啓
発を図ります。

■両親学級や乳幼児健康診査
などの機会を通して、家庭にお
ける乳幼児の事故の未然防止
に向け、事故事例やその防止
法、安全チェック事項、家庭で
できる応急手当などについて、
リーフレット等による普及啓発
を実施しました。

138
乳幼児健康診
査などの母子
保健事業

子どもの事故防止に関する知識や安
全対策の必要性について、母子健康手
帳や両親学級テキストへの掲載、両親
学級での講話、乳幼児健康診査での
リーフレットの配布などにより、普及啓
発を推進します。

□１歳から９歳までの死亡原因
として「不慮の事故」が多い中、
家庭における乳幼児の事故の
未然防止に向け、事故防止の
認識を深めることが重要であ
り、保護者や家庭への普及啓
発を図ります。

■両親学級や乳幼児健康診査
などの機会を通して、家庭にお
ける乳幼児の事故の未然防止
に向け、事故事例やその防止
法、安全チェック事項、家庭で
できる応急手当などについて、
リーフレット等による普及啓発
を実施しました。
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143

「川崎市学校
警察連絡協議
会」による取組
の推進

川崎の学校と警察、児童相談所等が相
互理解の推進と緊密な連携を図って全
市的な児童生徒の安全と非行防止に
ついて研究協議し、その健全な育成を
図ることを目的として次の事業を行いま
す。
ア　全市的な少年非行等に関する情報
の収集と交換
イ　全市的な少年非行等の防止対策の
研究と活動
ウ　全市的な児童生徒の健全育成のた
めの環境浄化対策の研究
エ　全市的な児童生徒の校外生徒指
導についての研究
オ　その他

□学校と警察、児童相談所等
が相互理解と緊密な連携を図
りながら、児童生徒の安全対
策と非行防止、健全育成を図
るため、「川崎市学校警察連絡
協議会」による取組を推進しま
す。
　児童生徒の安全な生活と健
全な成長のために、各学校及
び教育委員会と警察とが「学校
警察連携制度」の運用を開始
し、児童生徒に関する情報を共
有しながら相互連携を図り、児
童生徒への支援や指導を行う
ように努めます。

■児童生徒の安全対策と非行
防止、健全育成を図るため、
「川崎市学校警察連絡協議会」
において、少年非行等に関す
る情報の収集と交換、防止対
策の研究と活動、児童生徒の
校外生徒指導についての研修
等に取り組みました。
　児童生徒を「犯罪被害から守
ること」や「非行防止」、「非行
からの立ち直り支援」のために
「学校警察連携制度」を運用
し、情報連携を図りながら児童
生徒への支援や指導を実施し
ました。

□学校と警察、児童相談所等
が相互理解と緊密な連携を図
りながら、児童生徒の安全対
策と非行防止、健全育成を図
るため、「川崎市学校警察連絡
協議会」による取組を推進しま
す。児童生徒の安全な生活と
健全な成長のために、各学校
及び教育委員会と警察とが「学
校警察連携制度」を活用し、児
童生徒に関する情報を共有し
ながら相互連携を図り、児童生
徒への支援や指導を行うよう
に努めます。

■児童生徒の安全対策と非行
防止、健全育成を図るため、
「川崎市学校警察連絡協議会」
において、少年非行等に関す
る情報の収集と交換、防止対
策の研究と活動、児童生徒の
校外生徒指導についての研修
等に取り組みました。児童生徒
を「犯罪被害から守ること」や
「非行防止」、「非行からの立ち
直り支援」のために「学校警察
連携制度」を運用し、情報連携
を図りながら児童生徒への支
援や指導を実施しました。

児童生徒の安全対策と非行防
止、健全育成を図るため、「川
崎市学校警察連絡協議会」に
おいて、少年非行等に関する
情報の収集と交換、防止対策
の研究と活動、児童生徒の校
外生徒指導についての研修等
に取り組みました。
　児童生徒を「犯罪被害から守
ること」や「非行防止」、「非行
からの立ち直り支援」のために
「学校警察連携制度」を運用
し、情報連携を図りながら児童
生徒への支援や指導を実施し
ました。

Ⅰ

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
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